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1.マイナンバー制度の概要
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マイナンバー制度は、

行政を効率化し、国民の利便性を高め、

公平・公正な社会を実現する社会基盤です。

国民の利便性の向上
添付書類の削減など、行政手続が簡素
化され、国民の負担が軽減されます。

行政機関が持っている自分の情報を確認
したり、行政機関から様々なサービスの
お知らせを受け取ったりできます。

行政の効率化
行政機関や地方公共団体などで、様々な
情報の照合、転記、入力などに要してい
る時間や労力が大幅に削減されます。

複数の業務の間での連携が進み、作業の
重複などの無駄が削減されます。

公平・公正な社会の実現
所得や他の行政サービスの受給状況を把
握しやすくなるため、負担を不当に免れ
ることや給付を不正に受けることを防止
するとともに、本当に困っている方にき
め細かな支援を行うことができます。
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納 税 者 番 号
（ 納 税 改 革 ）

・ 税務当局が取得する所得や納税の情報をマイナンバーで
名寄せし、所得把握の精度を向上。

・ マイナンバーを活用し、年金・福祉・医療等の社会保障給付
について、真に支援を必要としている者に対し迅速かつ適切
に提供。

情 報 連 携 ・ 国の行政機関や地方公共団体がそれぞれで管理している
様々な同一人の情報をオンラインで紐付けし、相互に活用。

・ 行政手続を行う際の添付書類の削減（ペーパレス）、複数
行政機関にわたる手続きのワンストップ化を実現。

公 平 公 正 な
負 担 と 給 付

マイナポータル

政府が運営するオンラインサービス。国民一人一人に用意されたポータルサイトで、行政機関への各種申請や行政機関
からのお知らせ（プッシュ型）サービスが可能。（平成29年７月～試行運用開始／11月～本格運用開始）

マイナンバー制度は、複数の機関に存在する特定の個人の情報が同一人の情報であるということを確認
するための基盤であり、社会保障･税制度の効率性･透明性を高め、国民にとって利便性の高い公平･公
正な社会を実現するための基盤（インフラ）である。

（例）
Ø 介護保険の保険料の減免申請で住民票の写し、課税証明書等の添付を省略
Ø 里親の認定の申請で住民票の写し、課税証明書の添付を省略

社会保障番号
（ 給 付 改 革 ）

（平成29年７月～
試行運用開始
／11月～
本格運用開始）

より効率的な
住民サービス

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

※ Ⅰ～Ⅲを支える共通のツールが「マイナンバーカード」

マイナンバー制度の意義について
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・住民票を有する全ての方に１人１つの番号（12桁）が通知されます。
※ 新たに誕生した子供にも、出生届を提出し、住民票登録がされた時点で、

マイナンバーも作成・通知されます。（改めて申請する必要はありません。）

マイナンバーは
国民の皆さま一人ひとりに通知されます。

個人番号通知書
5

・市区町村から、住民票の住所に個人番号通知書が
送られます。
※ 国外に滞在し、住民票のない方にはマイナンバーは付番

されません。
帰国して住民票が作成される際にマイナンバーの指定や
通知が行われます。

※ 外国籍の方でも、中長期在留者、特別永住者などで住民
票がある場合には、マイナンバーが付番されます。



マイナンバーの利用シーン
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⇒年金の資格取得･確認、給付を受ける際に利用。

○児童扶養手当法による児童扶養手当の支給に関する事務
○母子及び父子並びに寡婦福祉法による資金の貸付け、母子家庭自立支援給付金の支給に関する事務
○障害者総合支援法による自立支援給付の支給に関する事務
○特別児童扶養手当等の支給に関する法律による特別児童扶養手当等の支給に関する事務
○生活保護法による保護の決定、実施に関する事務
○介護保険法による保険給付の支給、保険料の徴収に関する事務
○健康保険法、船員保険法、国民健康保険法、高齢者の医療の確保に関する法律による

保険給付の支給、保険料の徴収に関する事務
○独立行政法人日本学生支援機構法による学資の貸与に関する事務
○公営住宅法による公営住宅、改良住宅の管理に関する事務 等

○国民年金法、厚生年金保険法による年金である給付の支給に関する事務
○国家公務員共済組合法、地方公務員等共済組合法、私立学校教職員共済法による年金

である給付の支給に関する事務
○確定給付企業年金法、確定拠出年金法による給付の支給に関する事務
○独立行政法人農業者年金基金法による農業者年金事業の給付の支給に関する事務 等

○雇用保険法による失業等給付の支給、雇用安定事業、能力開発事業の実施に関する事務
○労働者災害補償保険法による保険給付の支給、社会復帰促進等事業の実施に関する事務 等

⇒医療保険等の保険料徴収等の医療保険者における手続、福祉分野の給付、生活保護の実施等
低所得者対策の事務等に利用。

⇒雇用保険等の資格取得・確認、給付を受ける際に利用。ハローワーク等の事務等に利用。

年
金
分
野

労
働
分
野

福
祉
・医
療
・そ
の
他
分
野

社
会
保
障
分
野

税分野 ⇒国民が税務当局に提出する確定申告書、届出書、調書等に記載。当局の内部事務等に利用。

災害対策
分野

⇒被災者生活再建支援金の支給に関する事務等に利用。
⇒被災者台帳の作成に関する事務に利用。

上記の他、社会保障、地方税、防災に関する事務その他これらに類する事務であって地方公共団体が条例で定める事務に利用。

マイナンバーの利用範囲 （個人番号利用事務（法別表第一（第９条関係））
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法律に基づき、社会保障や税の行政事務に利用するため、勤務先や金融機関等からマイナンバーの提供を求められることがあります。
※マイナンバーを提供する際は、マイナンバーカード等の本人確認書類をご用意ください。なお、下記の提供を求める者から電話をかけてマイナンバーの提供を求めることはありません。
※行政機関や民間事業者がマイナンバーを目的外で利用したり、行政機関と民間事業者のデータベースがネットワークでつながることもありません。
※マイナンバー制度の導入後も、行政機関が把握できる特定個人情報の種類は今までどおり法令に基づくものに限られており、行政機関が何でも把握できるようになるものではありませ

ん。

提供を求める者
（※代理人又は委託を受けた者も含む）

提供する必要のある者

勤務先 ・給与、退職金などを受け取る方
・厚生年金、健康保険及び雇用保険の資格を取得される方
・国民年金の第三号被保険者（従業員の配偶者） など

契約先
（契約先企業、講演等の主催企業 など）

・報酬、料金、契約金を受け取る方 など
（例：士業、外交員、集金人、保険代理人、馬主、プロスポーツ選手、ホステス等への報酬、社会保険診療

報酬支払基金が支払う診療報酬、原稿料、講演料、画料 など）

不動産業者等
（不動産仲介料、不動産使用料（家賃）を支払う法
人）

・不動産業者又は法人から年間100万円超の不動産譲渡の対価、又は年間15万円超の不動
産仲介料もしくは不動産使用料（家賃）を受け取られる方

金融機関等
（銀行、証券会社、生命保険会社、損害保険会社、
先物取引業者、金地金販売会社 など）

・金融機関で株、投資信託、公社債などの証券取引をされている方
（※平成30年１月から、預貯金口座への付番を開始。）
（※既存口座で行う証券取引については、平成28年以降６年間の猶予あり。）

・非課税適用の預貯金・財形貯蓄をされている方
・国外送金又は国外からの送金の受領をされる方
・生命保険契約・損害保険契約（支払額100万円超の死亡保険、年間支払額20万超の年金保
険、支払額100万円超の一時払い特約・満期返戻金特約等）、又は共済契約をされている方
・先物取引（FX取引等）をされている方
・信託会社に信託されている方
・１回200万円超の金の地金を売却される方
・非上場株の配当を受け取る株主 など

税務署、日本年金機構、ハローワーク、労働
基準監督署、都道府県、市町村、全国健康
保険協会、健康保険組合、後期高齢者医療
広域連合

・社会保障、税、災害対策に係る行政手続を行う方
（例：生活保護、雇用保険の申請、健康保険給付の申請、平成28年分以降の税の確定申告
等）

マイナンバーの提供を求められる主なケース
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地方公共団体でマイナンバーを求められる主な手続き

暮らし

住民票
戸籍

マイナンバーの提供は求められませんが、

以下の手続きに伴い、記載事項の変更等が

必要となりますので、マイナンバーカード

をご持参ください。

※転入・転居・国外転出などの異動

※戸籍届出の氏名などの変更

市営住宅
市営住宅への入居申請

市営住宅入居者による収入申告

介護・福祉

介護保険

要介護認定・更新・区分変更の申請、被保険者証等の再交付の申請、負担割合証

の再交付の申請

負担限度額認定の申請、負担限度額認定証の再交付の申請、高額介護サービス費

の支給申請、特定福祉用具購入費の支給申請、住宅改修費の支給申請

福祉

身体障害者手帳の申請

特別障害者手当、障害児福祉手当、福祉手当の申請

障害者総合支援法に基づく補装具費に関する申請

障害者総合支援法に基づく地域生活支援事業に関する申請

障害者総合支援法に基づく障害福祉サービスの申請

精神障害者保健福祉手帳に関する申請

自立支援医療（更生医療、育成医療、精神通院医療）に関する申請

障害児通所支援（就学前・就学後児童）の給付申請

生活保護の申請

税金

市民税

市・県民税申告書の提出※

給与支払報告書の提出※

公的年金等支払報告書の提出※

※注：平成28年分以降の所得に係る申告書
から適用

軽自動車税 軽自動車税減免申請書の提出

固定資産税

相続人代表者指定届の提出

償却資産申告書の提出

固定資産税減免申請書の提出

子育て

給付や
届出

児童手当の新規認定請求

児童扶養手当の新規認定請求

特別児童扶養手当の申請

幼稚園・認定こども園・保育所・地域型保

育事業の利用申し込み

未熟児養育医療の給付申請

小・中学校就学奨励制度の医療券交付申請

妊娠の届出

保険・医療

国民健康
保険

加入・脱退

修学や施設入所のための市外転出

被保険者氏名、被保険者世帯、住所、世帯主の変更

療養費、特別療養費、移送費、高額療養費、高額介護合算療養費の支給申請

第三者行為による被害の届出

被保険者証、高齢受給者証、被保険者資格証明書の再交付申請

限度額適用認定証、限度額適用・標準負担額減額認定証、特定疾病療養受領証の交

付・再交付を申請

一部負担金の免除等申請

基準収入額適用申請

後期高齢
者医療

加入（75歳到達の人を除く）・撤回
被保険者証の再交付申請

特定疾病療養受療証、限度額適用・標準負担額減額認定証の交付・再交付申請

高額療養費や補装具等の療養費の支給申請

※上記の手続き以外にもマイナンバーが必要になる場合があります。

※ 手続きによってマイナンバーの記入・提示が必要になる時期は違います。詳しくは、各地方公共団体の担当部署までお問い合わせください。
9



「マイナンバーによる情報連携」とは、行政手続の際に住民が行政機関等に提出する書類
（住民票、課税証明書等）を省略可能とするため、マイナンバー法に基づき、異なる行政機関
等の間で専用のネットワークシステムを用いた個人情報のやり取りを行うことです。

マイナンバーによる情報連携とは

課税証明書の
交付を申請

申請者
Aさん

引越し前に
住んでいた市の

市役所

児童手当を申請

Before Now & After

現在お住まいの
市（引越し先）の

市役所
申請者
Aさん

交付

申請書
課税
証明書

そのうえで…

＋

マイナンバーによる
情報連携開始後

申請者
Aさん

児童手当を申請

現在お住まいの
市（引越し先）の

市役所申請書のみ

そのうえで…

引越し前に
住んでいた市の
市役所

専用ネットワーク
システムを用いた

照会

課税情報を提供

現在お住まいの
市（引越し先）の

市役所
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申請項目 申請先 省略可能な書類の例

保育園や幼稚園等の利用に当たっての認定
の申請（子ども・子育て支援法）

市町村

生活保護受給証明書

児童扶養手当証書

特別児童扶養手当証書

課税証明書

障害者手帳

児童手当の申請
（児童手当法）

市町村
課税証明書

住民票

奨学金の申請
（独立行政法人日本学生支援機構法）

日本学生支援機構

生活保護受給証明書

雇用保険受給資格者証

障害者手帳

課税証明書

特別支援教育就学奨励費の申請
（特別支援学校への就学奨励に関する法律）

都道府県教育委員会

住民票

課税証明書

生活保護受給者証明書

児童扶養手当の申請
（児童扶養手当法）

都道府県・市町村

住民票

課税証明書

特別児童扶養手当証書

障害者手帳

生活保護の申請
（生活保護法）

保護の実施機関（都
道府県・市等）

課税証明書

雇用保険受給資格者証

児童扶養手当証書

特別児童扶養手当証書

（参考）マイナンバー制度の情報連携に伴い省略可能な主な書類の例【年金関係手続以外】

申請項目 申請先 省略可能な書類の例

特別児童扶養手当の支給の申請
（特別児童扶養手当等の支給に関する法律）

都道府県・市町村

住民票

課税証明書

障害福祉サービスの申請
（障害者総合支援法）

市町村

住民票

課税証明書

生活保護受給証明書

障害者手帳

障害者・児に対する医療費助成の申請
（障害者総合支援法）

都道府県・市町村

住民票

課税証明書

生活保護受給証明書

特別児童扶養手当証書

障害者手帳

介護休業給付金の支給の申請
（雇用保険法）

ハローワーク 住民票

保険料の減免申請
（介護保険法）

市町村

住民票

課税証明書

生活保護受給証明書

出産育児一時金の申請
（健康保険法）

健康保険組合等 住民票

公営住宅の入居の申請
（公営住宅法）

都道府県・市町村

住民票

課税証明書

生活保護受給証明書

障害者手帳

（注） 個別の事務手続の際には、各地方公共団体・行政機関のパンフレット、ホームページ等を必ずご確認ください。 11



（参考）マイナンバー制度の情報連携に伴い省略可能な主な書類の例【年金関係手続】

申請項目 申請先 省略可能な書類の例

国民年金保険料の免除・納付猶予の申請
（国民年金法）

日本年金機構

住民票

課税証明書

国民年金保険料の学生納付特例の申請
（国民年金法）

日本年金機構 課税証明書

各種年金の裁定請求
（厚生年金保険法、国民年金法等）

日本年金機構

住民票

課税証明書

年金受給者の各種届出の審査（年金額改定請
求書、加算額開始事由該当届、支給停止事由
消滅届）
（厚生年金保険法、国民年金法等）

日本年金機構

住民票

課税証明書

障害基礎年金（20歳前の傷病によるもの）受給
者の所得確認
（国民年金法）

日本年金機構 所得状況届

申請項目 申請先 省略可能な書類の例

児童扶養手当の申請
（児童扶養手当法）

都道府県・市町村

年金額改定通知書

年金証書

障害者・児に対する医療費助成の申請
（障害者総合支援法）

都道府県・市町村

年金額改定通知書

年金振込通知書

生活保護の申請
（生活保護法）

保護の実施機関
（都道府県・市等）

年金額改定通知書

年金振込通知書

精神障害者保健福祉手帳の交付申請
（精神保健及び精神障害者福祉に関する法律）

都道府県・
政令指定都市

年金証書

年金振込通知書

（注） 個別の事務手続の際には、各地方公共団体・行政機関のパンフレット、ホームページ等を必ずご確認ください。
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マイナンバー制度導入後のロードマップ（案）

2016年
(H28年)

2015年
(H27年)

マイナンバー

マイナ
ポータル

・マイナンバーの利用開始
（社会保障・税・災害対策分野）

2017年
(H29年)

マイナンバー
カード

(10月)

2018年
(H30年)

2019年
(R元年)

マ
イ
ナ
ン
バ
ー
の
通
知

【１月から】交付開始

【１月から順次】
・公的個人認証・ICチップの民間開放、
地方公共団体による独自利用

交
付
申
請
受
付
開
始

マイナポータルの構築

【１月から順次】 ▼【11月13日から】
・情報連携の本格運用を順次開始

▼【１月から】
・預貯金口座への付番開始

▼【９月から】マイキープラットフォーム等運用開始
・地方公共団体発行の各種カードの一元化（図書館カード等）
・自治体ポイントの管理

Ｒ２.３月現在

2021年
(R3年)

▼【2020年５月頃】
・健康保険証利用の
事前登録の申込開始

・・2023年
(R5年)

▼【2023年度】
・戸籍関係情報の
情報連携開始

法改正を踏まえたシステム整備等

▼【11月から】旧氏併記の開始

▼【3月から】
・健康保険証としての本格運用開始

▼【２月】
・コンビニ交付サービス導入市町村の人口１億人

▼【９月】
・マイナポイントの実施

・障害児施策への拡充
を検討

▼【1月】
・法人設立登記後手続の
ﾜﾝｽﾄｯﾌﾟ化

▼【10月から】
・就労証明書作成
コーナーの開設

▼【2020年度から順次】
・ライフイベントに伴う企業が行う従業員の
社会保険・税手続のワンストップ化

▼【2020年度内】
・法人設立全手続のワンストップ化

【１月から】
・アカウント開設開始

▼【11月13日から】本格運用開始▼【１月から】
・介護ワンストップ（サービス検索・電子申請）を順次開始

▼【７月から】
・子育てワンストップ
（サービス検索）を開始

▼【10月から】
・子育てワンストップ
（電子申請）を開始

▼【2021年3月以降】
・特定健診データの閲覧開始

▼【2020年度から順次】
・引越しワンストップサービスを順次開始※

※市区町村への申請につきマイナポータルの機能活用を想定

・民間発行の各種証明書データの連携を順次開始

※本ロードマップは「経済財政運営と改革の基本方針2018」、「未来投資戦略2018」、「世界最先端IT国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画」、「デジタル・ガバメント閣僚会議（令和元年6月4日）決定」等を基に内閣官房において作成。

▼【2022年度から順次】
・国立大学での活用促進
・ハローワークカードとしての活用
・電子版ジョブカードとしての活用
・建設キャリアアップシステム

との連携

2022年
(R4年)

▼【５月】
・通知カード廃止 ▼【2023年度】

・海外継続利用開始

▼【通常国会】
・関連法成立
・利用者証明用電
子証明書のPIN
入力不要化

・海外継続利用

▼【2021年10月から】
・薬剤情報の閲覧開始
・医療費情報の閲覧・提供開始
(確定申告の医療費控除に利用可能)

現在地

▼【2019年度から】
・各種サービス連携の
ためのＡＰＩ提供を
順次開始

▼【４月から】
・被災者支援手続について
サービス検索・電子申請
を順次開始

▼【2018年度末】
・国家公務員身分証一体化(本省分)の原則移行完了

▼【通常国会】
・関連法成立
戸籍事務、証券分
野、罹災証明事務
でのマイナンバー
制度の活用

2020年
(R2年)

▼年金関係情報の情報連携開始
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2. 安全対策（セキュリティ）
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マイナンバー制度における安心・安全の確保

• マイナンバーを用いた個人情報の追跡・名寄せ・突合が行われ、集積・集約された個人情報が外
部に漏えいするのではないかといった懸念。

• マイナンバーの不正利用等（例：他人のマイナンバーを用いた成りすまし）により財産その他の
被害を負うのではないかといった懸念。

• 国家により個人の様々な個人情報がマイナンバーをキーに名寄せ・突合されて一元管理されるの
ではないかといった懸念

マイナンバー制度に対する国民の懸念

制度面における保護措置

システム面における保護措置

① 本人確認措置（マイナンバーの確認・身元（実存）の確認）（マイナンバー法第16条）
② マイナンバー法（※）の規定によるものを除き、特定個人情報（マイナンバーをその内容に含む個人情

報）の収集・保管、特定個人情報ファイルの作成を禁止（マイナンバー法第20条、第29条）
③ 個人情報保護委員会による監視・監督（マイナンバー法第33条～第35条）
④ 特定個人情報保護評価（マイナンバー法第27条、第28条）
⑤ 罰則の強化（マイナンバー法第48条～第57条）
⑥ マイナポータルによる情報提供等記録の確認（マイナンバー法附則第6条第3項）

① 個人情報を一元的に管理せずに、分散管理を実施
② マイナンバーを直接用いず、符号を用いた情報連携を実施
③ アクセス制御により、アクセスできる人の制限・管理を実施
④ 通信の暗号化を実施

（※）行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成25年法律第27号） 15



マイナンバーを従業員などから取得するときは、

利用目的の明示と厳格な本人確認が必要です。

利用目的はきちんと明示！

・マイナンバーを取得する際は、利用目的を特定して明示
（※）する必要があります。

（例）「源泉徴収票作成事務」「健康保険・厚生年金保険届出事務」

・源泉徴収や年金・医療保険・雇用保険など、複数の目的で
利用する場合は、まとめて目的を示しても構いません。

本人確認は成りすまし防止のためにも厳格に！

・マイナンバーを取得する際は、他人の成りすまし等
を防止するため、厳格な本人確認を行います。

・本人確認では、①正しいマイナンバーであることの確認（番号確認）
と②手続を行っている者がマイナンバーの正しい持ち主である
ことの確認（身元(実存)確認）を行います。

※ マイナンバーを取得するときは、個人情報保護法第18条に基づき、利用目的を本人に通知又は公表する。また、本
人から直接書面に記載されたマイナンバーを取得する場合は、あらかじめ、本人に対し、その利用目的を明示する。
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番号確認 身元（実存）確認

通知カード
※ 通知カードに記載された氏名、住所等

が住民票に記載されている事項と一致し
ている場合に限り、引き続き通知カードを
番号確認書類として使用可能

運転免許証

※ 上記が困難な場合は、
過去に本人確認の上で作
成したファイルの確認

住民票の写し
(マイナンバー付き)

パスポートor or
等

等

等

マイナンバー取得の際の本人確認では、いずれかの
方法により、番号確認と身元（実存）確認を行います。

0123456789ABCDEF

氏名 番号 花子

平成元年 3月31日生

住所 ○○県□□市△△町◇丁目○番地▽▽号

1234

2025年 3月31日まで有効

性別 女

□□市長

（裏面）

1234 5678 9012
氏名 番号 花子

平成元年 3月31日生 マイナンバーカード

※ 上記が困難な場合は、健康保険の被保険者
証と年金手帳などの２以上の書類の提示

※ 雇用関係にあるなど、人違いでないことが明
らかと個人番号利用事務実施者が認めるとき
は、身元 （実存） 確認書類は要しない

17



個人情報保護委員会について

【任務】
個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）に基づき、個人情報の適正かつ効果的な活用が新たな産業

の創出並びに活力ある経済社会及び豊かな国民生活の実現に資するものであることその他の個人情報の有用性に配慮し
つつ、個人の権利利益を保護するため、個人情報の適正な取扱いの確保を図ること

【マイナンバー法関係】 【個人情報保護法関係】
個人情報保護委員会

個人情報保護に関する
基本方針の策定・推進

広報啓発

行政機関 独立行政法
人

監視・監督

【行政機関個人情報保護法等関係】
※非識別加工情報（個人情報保護法における匿名加工情報に相当するもの）関連のみ

監 視 ・ 監 督 等監視・監督

苦 情 あ っ せ ん

監督

事業者

個人

認定個人
情報保護
団体

＊個人情報保護法は委員会が所管。
（マイナンバー法は内閣府が所管。）

国 際 協 力事業者

行政機関
・地方公共

団体等

個人

18



行為 マイナンバー法の法定刑

同種法律における類似既定の罰則

行政機関個人情報
保護法・

独立行政法人等個人情
報保護法

個人情報保護法 住民基本台帳法

特
定
の
公
務
員
が
対
象

情報提供ネットワークシステムの事務に従事する者が、
情報連携や情報提供ネットワークシステムの業務に関し
て知り得た秘密を洩らし、または盗用

3年以下の懲役or150万以下の罰金
（併科されることあり）

－ －
2年以下の懲役

or
100万以下の罰金

国、地方公共団体、地方公共団体情報システム機構など
の役職員が、職権を濫用して特定個人情報が記録された
文書等を収集

2年以下の懲役or100万以下の罰金
1年以下の懲役

or
50万以下の罰金

－ －

番
号
の
取
扱
者
が
対
象

個人番号利用事務、個人番号関係事務などに従事する
者や従事していた者が、正当な理由なく、業務で取り扱う
個人の秘密が記録された特定個人情報ファイルを提供

4年以下の懲役or200万以下の罰金
（併科されることあり）

2年以下の懲役
or

100万以下の罰金
－ －

個人番号利用事務、個人番号関係事務などに従事する
者や従事していた者が、業務に関して知り得たマイナン
バーを自己や第三者の不正な利益を図る目的で提供し、
または盗用

3年以下の懲役or150万以下の罰金
（併科されることあり）

1年以下の懲役
or

50万以下の罰金

1年以下の懲役
or

50万以下の罰金

2年以下の懲役
or

100万以下の罰金

誰
で
も
対
象

人を欺き、人に暴行を加え、人を脅迫し、又は、財物の窃
取、施設への侵入等によりマイナンバーを取得

3年以下の懲役or150万以下の罰金 － － －

個人情報保護委員会から命令を受けた者が、個人情報
保護委員会の命令に違反

2年以下の懲役or50万以下の罰金 －
6月以下の懲役

or
30万以下の罰金

1年以下の懲役
or

50万以下の罰金

個人情報保護委員会による検査等に際し、虚偽の報告、
虚偽の資料提出をする、検査拒否等

1年以下の懲役or50万以下の罰金 － 30万以下の罰金 30万以下の罰金

偽りその他不正の手段によりマイナンバーカードを取得 6月以下の懲役or50万以下の罰金 － 30万以下の罰金

マイナンバー制度における罰則の強化
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市区
町村

都道
府県

健康
保険
組合

日本
年金
機構

ハロー
ワーク

独立
行政
法人

市区
町村

都道
府県

健康
保険
組合

日本
年金
機構

ハロー
ワーク

独立
行政
法人

一元管理 分散管理

• マイナンバー制度が導入されることで、各行政機関等が保有している個人情報を特定の機関に集約し、その
集約した個人情報を各行政機関が閲覧することができる『一元管理』の方法をとるものではない。

• マイナンバー制度が導入されても、従来どおり個人情報は各行政機関等が保有し、他の機関の個人情報が
必要となった場合には、マイナンバー法別表第二で定められるものに限り、情報提供ネットワークシステムを
使用して、情報の照会・提供を行うことができる『分散管理』の方法をとるものである。

地方税情報

照会

提供

地方税情報

日本年金機構が市町村
に対して地方税情報の
提供を求めた場合の例

個人情報は、従来ど
おり各機関において、
分散して管理を行う。

個人情報を、特定の機関が
保有する中央のデータベー
ス等に集約し、一元的に管
理を行う。

共通データ
ベース

（情報の集約・管理）

マイナンバー制度における個人情報の管理（分散管理）
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マイナポータル

紐付

あ

機関別
符号a 紐付

機関別
符号b

個人

利用番号Ａ 属性情報

紐付

情報保有機関A

情報保有機関B

情報提供等
記録

政府共通NW
ＬＧＷＡＮ等

自己情報表示機能

情報提供等記録開示機能

インターネット

個人情報
保護委員会

情報提供ネット
ワークシステム

及び
情報保有機関
に対する

監視・監査など

４情報 マイナンバー

公的個人
認証

サービス

地方公共団体情報システム機構
（地方共同法人）

住基ネット

マイナンバー生成

マイナンバー

情報提供
ネットワーク
システム

【住民票】
・氏名 ・住所
・生年月日 ・性別

等

利用番号Ｃ 属性情報 ４情報 マイナンバー

利用番号Ｂ 属性情報 ４情報

機関別
符号c

都道府県・市町村 ※約1,800団体

符号同士を
紐付ける
仕組み

全国の都道府県・市町村
をネットワーク化

住民票コード

市町村が
マイナンバー
を付番

住民票コード

マイナンバー
市町村の住民基本台帳

マイナンバー

４情報

市町村が
マイナンバーカード

を交付

重
複
調
整

連動

電
子
証
明
書
の

失
効
情
報
提
供

マイナンバー

※ 上記の機関のほか、共済組合、健康保険組合なども対象。

お知らせ情報表示機能

マイナンバーではなく
公的個人認証でアクセス

マイナンバーで問い合わせないので、
マイナンバーが流出しても情報が引き出せない

情報連携により国民の負担軽減が実現します。
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3. マイナンバーカード（個人番号カード）
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0123456789ABCDEF

氏名 番号 花子

平成元年 3月31日生

住所 ○○県□□市△△町◇丁目○番地▽▽号

1234

2025年 3月31日まで有効

性別 女

□□市長

（裏面）

1234 5678 9012
氏名 番号 花子

平成元年 3月31日生

個人番号通知書 マイナンバーカード（個人番号カード）

・紙の通知書（マイナンバーをお知らせ）
・「マイナンバーを証明する書類」や「身分
証明書」として利用不可
※マイナンバーはマイナンバー入りの住民票の写し
または住民票記載事項証明書で証明できます

・プラスチック製のカード（写真付き）
・初回交付は無料
・有効期限は１０年（２０歳未満は５年）
※外国人住民については有効期限が異なる場合がある。

・番号確認と身元(実存)確認が１枚で可能
・一般の身分証明書として使用可
・ＩＣチップを使った様々な便利な機能
（自分で設定する暗証番号が必要）
※電子証明書の有効期限は年齢に関係なく５年

23
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（裏面）

1234 5678 9012
氏名 番号 花子

平成元年 3月31日生

0123456789ABCDEF

氏名 番号 花子

平成元年 3月31日生

住所 ○○県□□市△△町◇丁目○番地▽▽号

1234

2025年 3月31日まで有効

性別 女

□□市長
✓顔写真付きの身分証明書として
➣ 市町村での厳格な本人確認 → 確かに本人であるという証
➣ 顔写真があるのでなりすましができない
➣ 公私での身分証明が可能

✓このカードを提示することで、
自分のマイナンバーを証明

➣ 社会保障・税などの手続で、添付書類
が不要に

✓インターネット等により、
どこからでも安全・確実に本人を証明

➣ 電子証明書を使って、全国のコンビニで住民票の写し等を受け取れ
るほか、口座開設などの大切な手続も、どこからでも安全にできる

✓今後、健康保険証としての利用や、
海外からのインターネット投票も可能に

✓さらに、将来的には
ＡＩその他の様々な先端技術の活用を実現

＜例＞窓口のＡＩ端末にカードをかざし、本人情報の自動入力や
ＡＩとの対話により、行政手続をスムーズに

➠ Ｓｏｃｉｅｔｙ５．０時代の必須ツール

マイナンバーの提示

対面での本人確認

電子的な本人確認

「マイナンバーカード」は、これからの時代の本人確認ツール

裏

交付無料
表

カードの
券面記載事項

ICチップ

マイナンバー
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マイナンバーカードの安全性

大切な個人情報は入っていない

✓ ICチップ部分には、
税や年金などの
個人情報は記録されない。

なりすましはできない

マイナンバーを見られても個人情報は盗まれない

✓ マイナンバーを利用するには、
顔写真付き身分証明書等での
本人確認があるため、悪用は困難。

➣ 紛失・盗難の場合は、
２４時間３６５日体制で停止可能

➣ アプリ毎に暗証番号を設定し、
一定回数間違うと機能ロック

➣ 不正に情報を読み出そうとする
と、ICチップが壊れる仕組

万全のセキュリティ対策

✓ 顔写真入りのため、
対面での悪用は困難。

0123456789ABCDEF

氏名 番号 花子

平成元年 3月31日生

住所 ○○県□□市△△町◇丁目○番地▽▽号

1234

2025年 3月31日まで有効

性別 女

□□市長

（裏面）

1234 5678 9012
氏名 番号 花子

平成元年 3月31日生

オンラインの利用には
マイナンバーは使われない

25



マイナンバー マイナンバーカード

〇 全住民１人に一つ、本人の意思にかかわらず、
強制的に付番・利用される。引越・転職・結婚でも
不変の番号で、個人を特定する機能が極めて強い。

住基ネット違憲訴訟最高裁判決を踏まえ、
以下の措置を講じて制度化

〇 利用主体や利用範囲を法律で限定（税・社会保
障・災害対策の３分野で個別に規定）。

〇 情報を一元管理する仕組みとしない。
漏洩防止、法定されていない収集・名寄せの禁止
など、厳格に管理

〇 なりすまし防止のため、本人確認（「番号確認」と

「身元確認」）を義務付け。

〇 マイナンバー使用時の本人確認（「番号確認」
と「身元確認」）を１枚で行えるようにした、顔写真

付きのカード。

本人の申請に基づき、市区町村長が
厳格な本人確認を行ったうえで交付

〇 官民・分野を問わず、また、マイナンバーの利

用事務であるか否かを問わず、対面でもオンライ

ンでも本人確認手段として幅広く利用可能。

〇 ＩＣチップ内に搭載された電子証明書により、
マイナンバーを使わずに、オンラインで本人確

認が可能。

〇 電子証明書やＩＣチップの空き領域は民間

活用も可能。

マイナンバーとマイナンバーカードの違い
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（裏面）

1234 5678 9012
氏名 番号 花子

平成元年 3月31日生

マイナンバーカードの裏面 ①マイナンバー
・社会保障、税又は災害対策分野における法定事務又は地

方公共団体が条例で定める事務においてのみ利用可能

・マイナンバーを利用できる主体は、行政機関や雇用主など
法令に規定された主体に限定されており、そうでない主体
がカードの裏面をコピーする等により、マイナンバーを収集、
保管することは不可

ＩＣチップ内のＡＰ構成

空き領域

その他（券面情報等）

②電子証明書 （署名用電子証明書・利用者証明用電子証明書）

・行政機関等（e-Tax、マイナポータル、コンビニ交付等）
のほか、総務大臣が認める民間事業者も活用可能

電子証明書
（署名用、利用者証明用）

③空き領域
・市町村・都道府県等は条例で定めるところ、国の機関等

は総務大臣の定めるところにより利用可能
例：印鑑登録証、国家公務員身分証

・新たに民間事業者も総務大臣の定めるところにより利用
可能に

利用者証明用電子証明書
のイメージ

法
令
で
利
用
で
き
る

主

体

が

限

定

民

間

も

含

め

て

幅

広

く

利

用

が

可

能

署名用電子証明書
のイメージ

氏名 霞 太郎

生年月日 〇年〇月〇日

性別 男

住所 東京都千代田区霞ヶ関2-1-2

発行者 機構

有効期間 〇年〇月〇日
発行年月日 〇年〇月〇日
発行番号 Ｓ１１１１

署名用公開鍵

発行者 機構

有効期間 〇年〇月〇日

発行年月日 〇年〇月〇日

発行番号 Ｒ２２２２

利用者証明用
公開鍵

マイナンバーカードについて
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マイナンバーカードのAP構成

AP 用途・機能 アクセスコントロール

JPKI-AP
（公的個人
認証AP）

・署名用電子証明書は電子申請に利用 暗証番号（６～１６桁の英数字）

・利用者証明用電子証明書はマイナポータル等のログインなどに利用 暗証番号（４桁の数字）

券面AP ・対面における券面記載情報の改ざん検知
・対面における本人確認の証跡として画像情報の利用

※記録する情報は、
表面情報：４情報＋顔写真の画像
裏面情報：マイナンバーの画像

○マイナンバーを利用できる者
マイナンバー１２桁により表と裏の券面情報を確認

○マイナンバーを利用できない者

生年月日６桁＋有効期限西暦部分４桁＋セキュリティ
コード４桁により表の券面情報のみ確認

券面事項
入力補助AP

・マイナンバーや４情報を確認（対面・非対面）し、テキストデータとして利
用することが可能

※記録・利用する情報は、
①マイナンバー及び４情報 並びにその電子署名データ

②マイナンバー 及びその電子署名データ

③４情報 及びその電子署名データ

注）①、②については、番号法に基づく事務でのみ利用可能。

①については、暗証番号（４桁の数字）

②については、マイナンバー１２桁
※これにより、券面目視によりマイナンバーを手入力

するようなケースで正誤チェックが可能となる。

③については、生年月日６桁＋有効期限西暦部分４桁＋
セキュリティコード４桁

住基AP ・住民票コードを記録
・住基ネットの事務のために住民票コードをテキストデータとして利用可能

暗証番号（４桁の数字）

マイナンバーカードの表面 マイナンバーカードの裏面

※「暗証番号（４桁の数字）」については、統一の設定も可能。
ただし、生年月日やセキュリティコード等と同一は不適当。

0123456789ABCDEF

氏名 番号 花子

平成元年 3月31日生

住所 ○○県□□市△△町◇丁目○番地▽▽号

1234

2025年 3月31日まで有効

性別 女

□□市長

（裏面）

1234 5678 9012
氏名 番号 花子

平成元年 3月31日生

マイナンバーカードのアプリの概要
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コンビニ交付サービス

➣ コンビニで住民票や戸籍など
が取得可能なサービスの拡大
(R2.2月対象人口：10,035万人)

⇒ R4年度末には、
対象人口１.１億人を目標に
取組を更に拡大

健康保険証としての利用

➣ マイナンバーカードを健康保険証として利用できるオンライン資格
確認の本格運用開始（R3.3月～予定）

➣ 医療機関等での特定健診情報（ R3.3月～ 予定）や服薬履歴の
閲覧（R3.10月～予定）等にも活用

スマートフォンでの利用

マイナポータル

身分証明書としての利用

各種カード等のデジタル化等

職員証としての利用

➣ 国家公務員（H28.4）、徳島県庁
（H29.6）での先行導入

➣ 民間企業の社員証としての
利用(TKC,NEC,NTTcom,
内田洋行が活用) 

⇒ 官民問わず利用を更に拡大

➣ マイナンバーカード読み取り
可能機種が拡大中

Android：127機種が対応。（R2.4月）
iPhone ： 11機種※iPhone7以降

利活用シーンを更に拡大し、マイナンバーカード１枚で様々なことが可能に

新たな利活用シーンが次々とこれまでの利活用シーンを更に拡大

オンライン契約

➣ 住宅ローンや、不動産取引な
どのオンライン契約での利用

（R元.11月 大臣認定事業者14社）

⇒ 取引対象を更に拡大

海外利用

カジノ入場時の管理

マイナポイントによる
消費活性化策

➣ デジタル・ガバメント実行計画
における工程表に沿って推進
（R元.12.20閣僚会議決定）

お薬手帳、介護保険被保険者証、
障害者手帳、母子健康手帳、
ハローワークカード、e-Tax（各
種申告書への自動入力等） 等

➣ マイナンバーカードの海外利
用が可能に（R6年度目処）

➣ 実証実験の結果等を踏まえ
在外選挙におけるインターネット
投票を実現（検討中）

➣ カジノ施設への入場管理・依
存症対策での活用
（特定複合観光施設区域整備
法第70条）

➣ R2.9月～マイナンバーカード
を活用した消費活性化策（マイ
ナポイント）を実施

➣ 顔写真付き身分証として活用

➣ 旧氏の併記も可能に
（R元.11月～）

⇒ 取扱範囲を更に拡大

マイナンバーカードの利活用シーンの拡大

➣ マイナンバーに関係する行政
機関での自分の情報のやりとり
等の確認が可能に（Ｈ29.11～）

➣ 子育て関連手続の申請等をワ
ンストップ化し、プッシュ型お知ら
せサービスを提供（H29.11～）

⇒ 対象手続を更に拡大
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全国のコンビニエンスストア（約55,000）等で住民票の写し等が取得可能なコンビニ交付サービスについて、
更なる普及拡大を図る。

コンビニチェーン

● 取得できる証明書
・住民票の写し
・印鑑登録証明書
・住民票記載事項証明書※

・各種税証明書※

・戸籍証明書※

・戸籍の附票の写し※
※対応しない市町村もあり。

マイナンバー
カード

証明書を交付

住 民 コンビニ等
（約55,000箇所）

導入のメリット

・住民の利便性向上

・窓口業務の負担軽減

・証明書交付事務コストの低減

早朝から夜（6:30～23:00）まで土日祝日も対応いつでも

全国の約55,000店舗で交付を受けられるどこでも

市町村
（約1,740箇所）

証明書発行サーバ

証明書情報を作成

証明書
交付センター

J-LIS

証明書裏面の
偽造防止情報
も付加

0123456789ABCDEF

氏名 番号 花子

平成元年 3月31日生

住所 ○○県□□市△△町◇丁目○番地▽▽号

1234

2025年 3月31日まで有効

性別 女

□□市長

導入団体 対象人口

令和２年４月１日時点 ７４８ １０，３６４万人

令和２年度末見込み ７５３ １０，３９０万人

コンビニ交付サービス対象人口

年度別コンビニ交付通数
※ 令和４年度末の対象人口 １. １億人を目標

【地方財政措置による支援】

自治体によるコンビニ交付の導入等を後押しするため、システ
ム構築等に要する経費について特別交付税措置

・ 措置率１／２ 上限額6,000万円
・ 措置期限 令和４年度（期限までの導入で３年間の措置）

コンビニ交付サービスの普及拡大

種別
平成

27年度
平成

28年度
平成

29年度
平成

30年度
令和

元年度

住民票 432,348 748,120 1,273,482 1,773,227 2,386,603

住記載 2,213 6,310 14,418 22,577 31,694

印鑑 393,904 664,150 1,086,277 1,436,862 1,862,629

税 46,253 87,051 175,996 255,328 338,597

戸籍 24,643 47,196 112,206 192,234 300,519

附票 2,951 5,714 11,869 17,575 27,324

合計 902,312 1,558,541 2,674,248 3,697,803 4,947,366

30



市区町村の参加状況
都道
府県

参加
団体数

総
団体数 参加率 参加団体 都道

府県
参加

団体数
総

団体数 参加率 参加団体

北海道 21 179 12% 札幌市 函館市 旭川市 室蘭市 釧路市 帯広市 北見市 岩見沢市 苫小牧市 江別市 千歳市
登別市 恵庭市 伊達市 石狩市 七飯町 上富良野町 幌延町 音更町 標茶町 中標津町

滋賀県 18 19 95% 大津市 彦根市 長浜市 草津市 守山市 栗東市 甲賀市 野洲市 湖南市 高島市 東近江市 米原市
日野町 竜王町 愛荘町 豊郷町 甲良町 多賀町

青森県 2 40 5% 青森市 八戸市 京都府 10 26 38% 京都市 亀岡市 城陽市 長岡京市 八幡市 京田辺市 木津川市 大山崎町 久御山町 精華町

岩手県 10 33 30% 盛岡市 宮古市 大船渡市 花巻市 久慈市 一関市 奥州市 紫波町 矢巾町 山田町 大阪府 31 43 72% 大阪市 堺市 岸和田市 豊中市 池田市 吹田市 泉大津市 高槻市 貝塚市 守口市 枚方市 茨木市 八尾市 泉佐野市
富田林市 寝屋川市 河内長野市 大東市 和泉市 箕面市 柏原市 羽曳野市 門真市 摂津市 高石市 東大阪市 泉南市
四條畷市 交野市 熊取町 河南町

宮城県 15 35 43% 仙台市 石巻市 塩竈市 気仙沼市 名取市 多賀城市 岩沼市 登米市 栗原市 大崎市 富谷市
亘理町 利府町 大和町 南三陸町

兵庫県 32 41 78% 神戸市 姫路市 尼崎市 西宮市 洲本市 芦屋市 伊丹市 相生市 加古川市 赤穂市 西脇市 宝塚市
三木市 高砂市 川西市 小野市 三田市 丹波篠山市 養父市 丹波市 南あわじ市 朝来市 淡路市
宍粟市 加東市 たつの市 猪名川町 播磨町 市川町 福崎町 神河町 太子町

秋田県 8 25 32% 秋田市 横手市 大館市 湯沢市 鹿角市 由利本荘市 北秋田市 仙北市 奈良県 18 39 46% 奈良市 大和高田市 大和郡山市 天理市 橿原市 桜井市 御所市 生駒市 香芝市 葛城市 宇陀市
平群町 三郷町 斑鳩町 田原本町 上牧町 王寺町 広陵町

山形県 7 35 20% 山形市 米沢市 鶴岡市 酒田市 長井市 天童市 東根市 和歌山県 6 30 20% 和歌山市 海南市 橋本市 田辺市 紀の川市 白浜町

福島県 24 59 41% 福島市 会津若松市 郡山市 いわき市 白河市 須賀川市 喜多方市 相馬市 二本松市 田村市
南相馬市 伊達市 本宮市 中島村 矢吹町 棚倉町 石川町 浅川町 三春町 楢葉町 富岡町 大熊町
双葉町 葛尾村

鳥取県 3 19 16% 鳥取市 米子市 琴浦町

茨城県 34 44 77% 水戸市 日立市 土浦市 古河市 石岡市 龍ヶ崎市 常総市 笠間市 取手市 つくば市 ひたちなか市 鹿嶋市 潮来市 守谷市
常陸大宮市 那珂市 筑西市 坂東市 稲敷市 かすみがうら市 桜川市 神栖市 行方市 鉾田市 つくばみらい市 小美玉市
東海村 大子町 美浦村 阿見町 八千代町 五霞町 境町 利根町

島根県 6 19 32% 松江市 浜田市 出雲市 益田市 安来市 雲南市

栃木県 21 25 84% 宇都宮市 足利市 栃木市 佐野市 鹿沼市 日光市 小山市 真岡市 大田原市 矢板市 那須塩原市
さくら市 下野市 上三川町 茂木町 市貝町 芳賀町 壬生町 野木町 高根沢町 那須町

岡山県 15 27 56% 岡山市 倉敷市 津山市 玉野市 笠岡市 井原市 総社市 備前市 瀬戸内市 赤磐市 浅口市 和気町
早島町 里庄町 美咲町

群馬県 8 35 23% 前橋市 高崎市 伊勢崎市 沼田市 富岡市 嬬恋村 東吾妻町 玉村町 広島県 11 23 48% 広島市 呉市 三原市 福山市 東広島市 廿日市市 安芸高田市 府中町 海田町 熊野町 世羅町

埼玉県 34 63 54% さいたま市 川越市 熊谷市 所沢市 飯能市 加須市 本庄市 春日部市 狭山市 羽生市 鴻巣市 上尾市 草加市 越谷市
蕨市 戸田市 入間市 朝霞市 志木市 新座市 桶川市 久喜市 北本市 八潮市 三郷市 幸手市 吉川市 伊奈町 三芳町
毛呂山町 小鹿野町 寄居町 宮代町 杉戸町

山口県 13 19 68% 下関市 宇部市 山口市 萩市 防府市 下松市 岩国市 光市 柳井市 美祢市 周南市 山陽小野田市
周防大島町

千葉県 32 54 59% 千葉市 市川市 船橋市 木更津市 松戸市 野田市 茂原市 成田市 佐倉市 旭市 習志野市 柏市 市原市 流山市
八千代市 鴨川市 鎌ケ谷市 君津市 富津市 浦安市 四街道市 袖ケ浦市 印西市 白井市 南房総市 匝瑳市 香取市
山武市 栄町 神崎町 芝山町 横芝光町

徳島県 8 24 33% 徳島市 鳴門市 阿南市 美馬市 三好市 松茂町 藍住町 板野町

東京都 47 62 76% 全２３区 立川市 武蔵野市 三鷹市 青梅市 府中市 昭島市 調布市 町田市 小金井市 日野市
東村山市 国分寺市 国立市 福生市 狛江市 東大和市 清瀬市 東久留米市 武蔵村山市 多摩市
稲城市 羽村市 あきる野市 西東京市

香川県 9 17 53% 高松市 丸亀市 坂出市 善通寺市 観音寺市 三豊市 琴平町 多度津町 まんのう町

神奈川県 25 33 76% 横浜市 川崎市 相模原市 横須賀市 平塚市 鎌倉市 藤沢市 小田原市 茅ヶ崎市 厚木市 大和市
伊勢原市 海老名市 座間市 南足柄市 綾瀬市 葉山町 寒川町 大磯町 大井町 松田町 山北町
開成町 真鶴町 湯河原町

愛媛県 5 20 25% 松山市 宇和島市 伊予市 東温市 松前町

新潟県 13 30 43% 新潟市 長岡市 三条市 柏崎市 新発田市 小千谷市 十日町市 見附市 糸魚川市 妙高市 上越市
魚沼市 南魚沼市

高知県 5 34 15% 南国市 香南市 大豊町 土佐町 仁淀川町

富山県 5 15 33% 富山市 高岡市 氷見市 南砺市 射水市 福岡県 29 60 48% 北九州市 福岡市 大牟田市 久留米市 飯塚市 柳川市 八女市 行橋市 春日市 宗像市 古賀市 福津市 宮若市
みやま市 糸島市 那珂川市 志免町 須惠町 新宮町 粕屋町 芦屋町 水巻町 岡垣町 遠賀町 大刀洗町 福智町 苅田町
みやこ町 上毛町

石川県 11 19 58% 金沢市 七尾市 小松市 加賀市 羽咋市 かほく市 能美市 津幡町 志賀町 宝達志水町 中能登町 佐賀県 8 20 40% 佐賀市 鳥栖市 小城市 神埼市 吉野ヶ里町 基山町 上峰町 みやき町
福井県 10 17 59% 福井市 大野市 鯖江市 あわら市 越前市 坂井市 永平寺町 池田町 南越前町 越前町 長崎県 5 21 24% 長崎市 佐世保市 大村市 西海市 長与町

山梨県 12 27 44% 甲府市 富士吉田市 山梨市 韮崎市 南アルプス市 甲斐市 笛吹市 甲州市 中央市 富士川町
忍野村 富士河口湖町

熊本県 13 45 29% 熊本市 八代市 人吉市 玉名市 山鹿市 菊池市 宇土市 宇城市 阿蘇市 大津町 菊陽町 嘉島町
益城町

長野県 38 77 49% 長野市 松本市 上田市 岡谷市 諏訪市 小諸市 伊那市 駒ヶ根市 中野市 大町市 飯山市 茅野市
塩尻市 佐久市 千曲市 東御市 安曇野市 南牧村 佐久穂町 軽井沢町 御代田町 立科町
下諏訪町 富士見町 原村 辰野町 箕輪町 飯島町 南箕輪村 中川村 宮田村 松川町 高森町
阿智村 大桑村 木曽町 山形村 山ノ内町

大分県 6 18 33% 大分市 中津市 日田市 佐伯市 宇佐市 国東市

岐阜県 9 42 21% 岐阜市 大垣市 高山市 関市 羽島市 各務原市 可児市 瑞穂市 下呂市 宮崎県 10 26 38% 宮崎市 都城市 延岡市 日南市 小林市 日向市 串間市 西都市 えびの市 川南町

静岡県 29 35 83% 静岡市 浜松市 沼津市 熱海市 三島市 富士宮市 伊東市 島田市 富士市 磐田市 焼津市 掛川市 御殿場市 袋井市
下田市 裾野市 湖西市 伊豆市 御前崎市 菊川市 伊豆の国市 牧之原市 東伊豆町 西伊豆町 清水町 長泉町 小山町
吉田町 川根本町

鹿児島県 11 43 26% 鹿児島市 鹿屋市 出水市 薩摩川内市 日置市 霧島市 南さつま市 奄美市 南九州市 姶良市
肝付町

愛知県 26 54 48% 豊橋市 岡崎市 一宮市 瀬戸市 半田市 春日井市 豊川市 碧南市 刈谷市 豊田市 安城市 西尾市
常滑市 小牧市 稲沢市 新城市 東海市 大府市 知多市 知立市 尾張旭市 高浜市 清須市
北名古屋市 みよし市 長久手市

沖縄県 16 41 39% 那覇市 宜野湾市 石垣市 浦添市 名護市 糸満市 沖縄市 豊見城市 うるま市 宮古島市 南城市
読谷村 嘉手納町 北谷町 南風原町 八重瀬町

三重県 19 29 66% 津市 四日市市 伊勢市 松阪市 桑名市 鈴鹿市 名張市 亀山市 いなべ市 志摩市 伊賀市
木曽岬町 東員町 菰野町 川越町 明和町 玉城町 南伊勢町 紀北町 合計 748 1,741 43% 対象人口 １０，３６４万人

（令和２年５月１日現在）

※市区町村名は、左から建制順に記載
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マイナンバーカードのICチップ内の空き領域の活用について

○ マイナンバーカードのICチップ内の空き領域は、カードアプリケーション(以下「カードAP」 という。)を搭載することで、
顧客向けの様々なサービスに利用することができる。

○ カードAPを搭載するシステム及び情報を読み書きするソフトウェアは、地方公共団体情報システム機構(J-LIS)で提供しており、

個別にカードAPを搭載するシステムを用意する必要がないため、導入及び運用コストが削減できる。

○ カードAPを搭載することで、マイナンバーカード１枚で様々なサービスが受けられるようになる。

会員パス
福祉パス

端末へのアクセス許可

ログ記録／管理

書籍
USB機器

入構ゲート

個人情報取扱
業務の許可

会議・研修
参加記録

（入退パス）

リソース
貸出管理

施設利用
電子チケット

カード
AP

マイナンバーカードを使用する
ため新規のカード作成は不要

カードの有効期限が１０年間、
長期にわたり継続利用できる

国際規格に準拠、セキュリティ
の高いマイナンバーカード利用

経費を抑え使い勝手の良いクラ
ウドも利用可能

複数のサービスをマイナンバー
カード１枚に集約できる

●御興味のある方はこちら ⇒ マイナンバーカードアプリケーション搭載システムで検索

ＰＣログイン
認証

出退勤管理

＜マイナンバーカードの空き領域の活用例＞
＜空き領域の活用によるメリット＞
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ＮＴＴコミュニケーションズ株式会社によるマイナンバーカードの利用

社員の認証が必要となる様々なシーンで、マイナンバーカードの空き領域を利用
＜利用シーン＞
① NTTコミュニケーションズの本社ビル（大手町）への入退館
② セキュリティエリアへの入退室
③ 業務用パソコン・複合機の利用

＜利用開始時期＞ 2019年1月
※ 当初は本社ビル（社員約5,000人）で利用を開始し、順次他のオフィスビルへの拡大も検討中

（ＩＣチップの利用開始準備）
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○マイナンバーカードの顔写真を利用した顔写真入り職員証
○マイナンバーカードによるパソコン等へのログイン（セキュリティ強化）

１ マイナンバーカードの顔写真を利用した顔写真入り職員証
Ø 職員証（マイナンバーカードの顔写真部分と氏名部分が透明と

なっているもの）とマイナンバーカードを重ね合わせ、専用の
カードケースに挿入することで、顔写真入り職員証として使用

Ø なお、マイナンバーを外から見られないよう、カードケースの裏
面は非透明

２ マイナンバーカードによるパソコン等へのログイン
Ø マイナンバーカードの空き領域へ利用者識別のため

のアプリケーションを組み込むことで、マイナンバー
カードをパソコンへのログイン、特定のセキュリティ管
理区域への入室時の本人確認に活用

Ø パスワードによる認証では、同じパスワードの使いま
わし等、セキュリティ強度低下のリスクが常に存在す
ることを解消

職員証 カードケース裏面

※徳島県は上図の「複合機認証」は実施していない。

徳島県の取組事例
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○ インターネット等によるオンライン手続や取引において、電子証明書により安全・確実な本人確認を

行うための公的サービス。(公的個人認証法)

○ なりすまし・改ざんや送信否認の防止を担保、高いセキュリティを確保。

【参考】行政機関のほか、民間事業者34社(大臣認定事業者14社、同事業者を利用している事業者20社)がサービスを提供 ※令和２年４月１日現在

公的個人認証サービス(電子証明書の利用)の概要について

安価で迅速な顧客登録
(アカウント開設)

顧客情報の「異動なし」の把握
と「更新の契機」の把握

確実な登録ユーザーの確認
(ID・パスワード式のログイン
に比べ、格段に強固なセキュリ
ティ機能)

お客様カードの代替
(独自のメンバーズカードの発
行が省略可能)

＜金融機関等の口座開設時の例＞

●御興味のある方はこちら⇒ 民間事業者が公的個人認証サービスを利用するメリットで検索

【従来】 対面による本人確認又は本人確認書類の写しの郵送による提出

【公的個人認証サービス利用】 オンライン上で本人確認

金融機関
書類に誤りがないか確認

本人確認完了

来店で申込又は申込書に記入の上、本人確認書類等
必要書類を添付して、金融機関へ郵送

マイナンバーカードを
リーダーへかざす

有効性確認

結果

民
間
事
業
者
等 J-LIS

本人確認完了
電子証明書

＜公的個人認証サービス
利用によるメリット＞

郵送コスト、
タイムラグが発生！

安価で即時に
サービスの利用可！
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事業者名 公的個人認証の活用事例

○サイバートラスト（株） プラットフォーム

・（株）シーイーシー 子育てワンストップ支援

・ 大日本印刷（株） オンラインバンクの口座開設（ジャパンネット銀行と連携）

・（株）ジャパンネット銀行 オンラインバンクの口座開設（大日本印刷と連携）

・（株）ＴＲＵＳＴＤＯＣＫ オンラインでの本人確認サービスの提供

・（株）ネクスウェイ オンラインでの本人確認サービスの提供

・（株）ＬｏｇｉｃＬｉｎｋｓ MVNOサービスの契約

・パーソナルキャリア(株) オンラインでの本人確認サービスの提供

・（株）グラファー オンラインでの本人確認サービスの提供

・（株）blockhive オンラインでの本人確認サービスの提供

○（株）野村総合研究所 プラットフォーム

・野村證券（株） オンラインでの証券口座開設

○凸版印刷（株） プラットフォーム

・（株）三菱ＵＦＪ銀行 住宅ローンのオンライン契約

・トッパン・フォームズ（株） オンラインでの本人確認サービスの提供

○（株）サイバーリンクス 流通業における電子契約

○日本医師会 ＨＰＫＩカードの発行

○（株）日立製作所 健診情報閲覧時の本人確認

○日本電気株式会社 プラットフォーム

○（株）パイプドビッツ オンラインでの金融機関等の口座開設

○（株）ｼｽﾃﾑｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ オンラインでの電子契約サービス

事業者名 公的個人認証の活用事例

○日本デジタル配信（株） ＣＡＴＶを用いた年金支給に係る現況確認（実証事業）

○ＩＣＴまちづくり共通
ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ推進機構

パソコン等での母子健康情報の閲覧

○ＮＴＴｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ（株） プラットフォーム

・一般社団法人
日本海ヘルスケアネット

調剤情報の共有サービス

○（株）ＮＴＴデータ プラットフォーム

・ｴｽｸﾛｰ・ｴｰｼﾞｪﾝﾄ・ｼﾞｬﾊﾟﾝ 住宅ローンのオンライン契約

・日本郵便（株） 電子レターの受取り（MyPost）

・auカブコム証券（株） オンラインでの証券口座開設

・マネックス証券（株） オンラインでの証券口座開設

○ＧＭＯｸﾞﾛｰﾊﾞﾙｻｲﾝ（株） プラットフォーム

・GMOｸﾘｯｸ証券（株） オンラインでの証券口座開設

・（株）ｸﾞｯﾄﾞｽﾀｰｸﾞﾙｰﾌﾟ 携帯電話のレンタル契約

・共同印刷（株） オンラインでの金融機関等口座開設

【令和２年４月１日現在】公的個人認証サービスの民間利用

民間事業者においても住宅ローンの契約手続や証券口座開設等の場面で、公的個人認証サービスの活用が進んでいる。
※民間事業者34社(大臣認定事業者14社、同事業者を利用している事業者20社)がサービスを提供

○：大臣認定事業者
・：大臣認定事業者に署名検証業務を委託してサービスを

提供している事業者
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・GMOグローバルサインがプラットフォーム事業者、GMOクリック証券がサービス提供事業者として実施

2016年1月から所得税法等により、新規顧客又は住所変更等を行う既存顧客については、個人番号の収集が義務化さ
れており、犯罪収益移転防止法の特定事業者にあたる証券金融業では、厳格な本人確認が求められます。

＜公的個人認証サービスの利用＞
各根拠法に準拠する形かつ業務の効率化及び顧客利便性の向上を目指し、GMOグローバルサインの公的個人認証サー
ビスを利用した本人確認サービスを利用します。

公的個人認証サービスを利用することで、郵送や追加の本人確認書類が不要なためオンライン完結かつ即時取引開始が
可能になるメリットがあります。

＜サービス開始日＞ 2016年11月26日

<現状＞

<導入後＞

公的個人認証サービス 民間利用事例① 新規証券口座開設時のマイナンバー取得及び本人確認
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・凸版印刷がプラットフォーム事業者、三菱UFJ銀行がサービス提供事業者として実施
＜従来の住宅ローンの契約の方法＞

従来、住宅ローンの契約手続きにあたっては、契約書の紙面への記入や実印の押印、収入印紙の貼付などを銀行へ来店の
上実施する必要があり、契約者に負担が生じていました。

＜公的個人認証サービスの利用＞
今後、凸版印刷が提供する住宅ローン等の金銭消費貸借契約を電子的に行うことのできるプラットフォームサービスの導
入により、自宅のパソコンからペーパーレスで住宅ローン契約手続きが可能となり、次のとおり契約者の負担が軽減され
ます。

(1) 自宅のパソコンで手続きが完結するため、銀行への来店の必要がなくなる
(2) ペーパーレスのため、収入印紙の貼付や実印の押印などの必要がなくなる

＜サービス開始日＞ 2017年5月1日 ※三菱地所レジデンス、東急リバブルと協働で開始

公的個人認証サービス 民間利用事例② 住宅ローン契約手続を電子化するサービス
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マイナンバーカード読み取り対応スマートフォン一覧
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公 民 館

市立図書館

マイキー
プラットフォーム

自治体ポイント
管理クラウド

最寄りの図書館

都市の図書館

公共施設

県
立
図
書
館

・図書館利用カード
・区民ひろば利用カード
・体育館利用カード
・美術館利用カード
・商店街利用カード
・スポーツ施設利用カード
・公共交通利用カード
・駐輪場利用カード
・生涯学習講座受講カード 等

ID連携システム

ﾎﾟｲﾝﾄ管理ｼｽﾃﾑ

ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰｶｰﾄﾞをさまざまな
地域のｶｰﾄﾞの代わりに！

ﾎﾟｲﾝﾄを活用した自治体の
事業をより簡単に導入！

・健康ポイント
（老人会での
ラジオ体操等）

・町会活動、
・ボランティア活動

等

地域の活動にポイントを導入することにより、住民が積極的に参加するイ
ンセンティブに

民間資金を地域の
活動や経済活性化に誘導！

三菱UFJﾆｺｽ、三井住友ｶｰﾄﾞ、
JCB、ｸﾚﾃﾞｨｾｿﾞﾝ、UCｶｰﾄﾞ、ｵﾘｺ

日本航空、全日本空輸

青山ｷｬﾋﾟﾀﾙ、ローソン

りそなカード、りそな銀行、埼玉りそ
な銀行、近畿大阪銀行、大垣共
立銀行、ゆうちょ銀行

NTTﾄﾞｺﾓ、中部電力、関西電力、
ｻｲﾓﾝｽﾞ

各社のﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ等
でポイント交換

地域の活動参加で
ポイント獲得

民間企業のポイントやマイルを自治体ポイントに交換し、地域活動の
資金や地域の経済活性化に活用

《 協 力 企 業 》

サービス毎に発行していたカードを集約し、コスト削減と住民
の利便性向上に

マイキー
I  D

複数の図書
館を一枚で

複数の公共
サービスを
一枚で

１ ２

ID連携

ID連携

共同利用のシステム
自治体は個別にシステムを整備しなくても、

オンラインでアカウントを設定すれば利用可能に

地域で使う
・地域の商店
・公共施設
（博物館・文学館）
・公共交通

等

ｵﾝﾗｲﾝで使う
・地域の産品を扱う
ｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞｻｲﾄ

・地域の事業への
ｸﾗｳﾄﾞﾌｧﾝﾃﾞｨﾝｸﾞ

等

ﾎﾟｲﾝﾄ
利用

自治体ポイントの管理

IDの管理・連携

ﾎﾟｲﾝﾄ
利用

３

ｸﾚｼﾞｯﾄ
ｶｰﾄﾞ

航 空

流 通

銀 行

通信･電力等

合
算
し
て
利
用
可
能

マイキープラットフォーム構想（現在稼働中）

（20社（平成31年3月1日現在））
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マイナンバーカードのマイキー部分の利活用 群馬県前橋市の取組事例

○マイタク（でまんど相乗りタクシー）のマイナンバーカードの活用

平成28年より導入しているマイタク※の利便性向上のため、マイナン

バーカードを活用した利用者登録を行っている（平成２９年度～）
※マイタク：高齢者など移動困難者がタクシーを利用する際の運賃補助制度。利用登録を行うことで利用者

へ利用登録書と利用券が発行され、タクシー利用時に提示することで運賃補助を受けることができる。

○ マイタク利用のフロー
（１）マイタク申請者のマイナンバーカードの空き領域にカードＡＰを書き込み（市役所･支所の

窓口）
※条例制定以降に交付されるマイナンバーカードには、交付前に事前にカードＡＰを書き込み

（２）マイタクの利用登録（市役所･支所の窓口）
※カードＡＰの書き込みがない申請者には、（１）と（２）を同時に実施

（３）タクシー内に設置している端末にマイナンバーカードをかざして利用
自動で割引料金を計算

（４）端末から運行データをマイタクサーバーにアップデート、データ確定処理等を行い、
利用明細書を作成

（５）マイタクサーバーの精算データを利用し、精算手続きを実施

○ マイナンバーカードによる電子化･自動化によ
り以下の効果が得られる
Ø 利用登録証、利用券がマイナンバーカード１枚に

Ø 利用登録から即日利用可能
（現行では、利用登録や利用券等の発送に２週間必要）

Ø 利用料金の計算、利用条件の確認等を自動化

Ø 運行履歴データの作成や割引条件の変更も自動対応
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各保険者

被保険者番号

医療保険資格情報

①提示

②オンラインによる資格照会

③資格情報を回答

電子証明書

支払基金・国保中央会

医療保険資格情報

被保険者番号

患者
保険医療機関・薬局マイナンバー

カード

医療保険資格情報

ピッ

オンライン資格確認システム 各保険者のシステム

Ⓒカード読取端末やシステムの導入Ⓓ各保険者におけるカード取得支援等

電子証明書

電子証明書

マイナンバーカードの健康保険証利用に向けた取組状況等について

取組状況等

●９月に、厚生労働省から、都道府県知事・全保険者に対し、以下を依頼する局長通知を発出

①市町村や事業主と協力し取得促進に積極的に取り組む ②市町村の出張申請方式を積極的に検討 ③国の広報素材を活用しつつ周知広報を実施
●各保険者において、被保険者等へのカード取得支援等を実施

・国家公務員共済組合と地方公務員共済組合では、広報や交付申請書の配布により、加入者のカード取得を支援
・市町村国保と後期高齢者医療制度では、市町村のマイナンバー担当部局と連携し、健康診断等の会場、高齢者が集う場等を活用した周知

広報を実施 ／ 令和２年度からは、交付申請書を配布し、未取得者へのカード取得支援も実施予定

各保険者におけるマイナンバーカードの取得支援等（Ⓓ）

●10月に、厚生労働省から、保険医療機関・薬局におけるマイナンバーカードの読取端末やシステムの導入について、技術解説書を公表
●令和２年１月頃に、医療情報化支援基金を活用した保険医療機関・薬局への支援手続について周知し、夏頃から順次、端末等の導入を進める

（※医療情報化支援基金／ 令和元年度予算：300億円 令和２年度予算概算要求：300億円（前年度同額を事項要求））

保険医療機関・薬局におけるマイナンバーカード読取端末やシステムの導入（Ⓒ）

●令和３年３月からの利用開始を目指し、厚生労働省・社会保険診療報酬支払基金、各保険者において、システム整備・改修を実施中
●令和２年夏頃から、支払基金と各保険者との間のシステム運用テストを実施予定
●令和２年秋頃から順次、保険者から支払基金のシステムに医療保険資格情報を登録予定

オンライン資格確認システムの構築（ Ⓐ Ⓑ）

仕組み

Ⓑ連携のためのシステム改修Ⓐ新たなシステム整備

就職や転職、
引越ししても
カードで受診
できる。

健康保険証として
ずっと使える

1

メリット
医療保険の資格確認が
スピーディに

カードリーダーにか
ざせば、スムーズに
医療保険の資格確
認ができる。

３ 窓口への書類の持参が
不要に

２

高齢受給者証や高
額療養費の限度額
認定証などの書類
の持参が不要になる。

健康管理や医療の質が
向上

マイナポータルで、自分の薬剤情報や
特定健診情報を確認できるようになる。
また、患者の同意のもと、医師が薬剤
情報や特定検診情報を、薬剤師が薬
剤情報を、確認できるようになる。

４ ５ 医療保険の事務コストの
削減

医療保険の請求誤りや未収金が減少する。

医療費控除も便利に

マイナポータルを通じて医療費情報を取得
し、領収書がなくても確定申告書に自動入
力されるようになる。

６

デジタル・ガバメント閣僚会議
（第６回）（令和元年12月20日）会議資料
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ⅰ 医療機関等に提示

マイナンバーカード※
ⅱ 資格情報※を照会
（利用者証明用電子証明書or被保険者番号）

ⅲ 資格情報※を取得
加入者

保険医療機関

マイナポータル
（情報提供等記録開示システム）

①マイナポータルにアクセス
②オンライン資格確認の利用に同意 総務省

ピッ

○ 健康保険法等の一部改正（令和元年法律第９号）
・被保険者番号を個人単位にするとともに、医療機関等で療養の給付を受ける際、被保険者がマイナンバーカードに
より資格確認することを原則とすることが、健康保険法改正（2019年５月成立）で規定された。2021年３月に導入
予定。

○ 経済財政運営と改革の基本方針2019（令和元年６月21日閣議決定）
・「マイナンバーカードの健康保険証利用を進めるため、診療時における確実な本人確認と保険資格確認を可能とし、
医療保険事務の効率化や患者の利便性の向上等を図り、2021年３月から本格運用する。これに、全国の医療機関等
ができる限り早期かつ円滑に対応できるよう、2022年度中におおむね全ての医療機関等での導入を目指し、医療機
関等の読み取り端末、システム等の早期整備を十分に支援する。」

情報提供ＮＷＳ

③自己情報表示で
被保険者番号を要求 ④被保険者番号を要求

⑤被保険者番号を提供⑥被保険者番号を取得

※資格情報：氏名、生年月日、性別、保険者名、負担割合、

資格取得・喪失日 等

加入者

マイナンバーカードの健康保険証としての利用（オンライン資格確認）概要

健康保険証

Ⅰ 初期設定の流れ（赤矢印）

Ⅱ 受診時の資格確認の流れ（青矢印）

※PIN（暗証番号）あり
（一定の要件の下にPINなしとすることも検討中）

※PIN（暗証番号）なし

厚生労働省資料を基に改変

or

支払基金・国保中央会（国保連）

医療保険者
中間サーバー

支払基金・国保中央会（国保連）

オンライン資格確認等
システム

マイナンバーカード※

⑦被保険者番号・利用者証明用電子証明書（シリアル）を登録

（裏面）

1234 5678 9012
氏名 番号 花子

平成元年 3月31日生

0123456789ABCDEF

氏名 番号 花子

平成元年 3月31日生

住所 ○○県□□市△△町◇丁目○番地▽▽号

1234

2025年 3月31日まで有効

性別 女

□□市長

（裏面）

1234 5678 9012
氏名 番号 花子

平成元年 3月31日生

0123456789ABCDEF

氏名 番号 花子

平成元年 3月31日生

住所 ○○県□□市△△町◇丁目○番地▽▽号

1234

2025年 3月31日まで有効

性別 女

□□市長
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4. マイナポータル
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マイナポータルとは

A
行政機関同士があなたの個人情報
をやりとり（照会・提供）した
履歴を、確認することができます。

情報提供等記録表示
（やりとり履歴）

自己情報表示
（あなたの情報）
行政機関等が保有するあなたの
個人情報を検索して確認する
ことができます。

B

お知らせ

行政機関等から配信される
お知らせを受信することが
できます。

C
C

E

E

マイナポータルのお知らせから
ネットバンキング（ペイジー）や
クレジットカードでの公金決済が
できます。

公金決済サービス

D

D

サービス検索・電子申請機能
（ぴったりサービス）

子育てなどに関するサービスの検索
や、オンライン申請（子育てワンス
トップサービス等）ができます。

B
もっとつながる
（外部サイト連携）

外部サイト※を登録することで、
マイナポータルと一体的に使え
るようになります。
※e-Tax、ねんきんネット、民

間送達サービスなど

その他のサービス

A

○ マイナポータルは、政府が運営するWebサイトです。
○ 国民一人ひとりのポータルサイトとして､2017年7月以降､様々なサービスが利用可能となっています｡

令和元年10月より、新たに、
iPhoneでの利用も可能に！

令和２年１月20日より、新たに、
法人設立ワンストップサービスを

開始！
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政府が運営するマイナポータルの「ぴったりサービス」では、子育てをはじめとする様々な手続が電子申請可能。
・H29.７～ 市町村の手続検索（内容確認）が可能に（※）（まずは「子育て」手続から(「子育てワンストップ」))

・H29.10～ 検索した手続のオンライン申請が可能に（※※）

・H31.1 「介護ワンストップ」について、ガイドラインを自治体に公開。一部自治体で実施。
・H31.3    「被災者支援ワンストップ」について、ガイドラインを自治体に公開。一部自治体で実施。
・今後 「引越し」をはじめ、ガイドラインを策定予定。

以上の分野・手続に限らず、市町村は、「様々な分野・手続」のオンライン申請実現が可能。
※ 市町村において手続を登録することが必要（「子育て」については、R元.12月末時点で1,556団体(人口割合98%)が対応）。
※※ 市町村においてマイナポータルと接続することが必要。（「子育て」については、R元.12月末時点で935団体（人口割合74%）が

対応し、電子申請が可能。

＜「ぴったりサービス」の画面イメージ＞

マイナポータルの「ぴったりサービス」について
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導
入
後

導
入
前

1

役所に行かなければ、自分
がどんな書類を出せばいい
のか分かりづらい

申請フォームに入力、
マイナンバーカードで
電子署名して申請…

何かお知らせが
届いた！お知らせ
を確認しようっと…

自治体名を入力して、
確認したいサービスを
選択っと…

あなたの場合
○○○の書類も
必要です。

申請書類を
持ってきました。

仕事に子育てに忙しすぎて、
役所になかなか行くことが
できない

いろいろな書類が届く
から管理が大変…

認定通知書や支払通知や
現況届のお知らせ等が届くが
紙で管理するのは大変

概 要

2 3
サービス検索

手続に必要な書類を確認

簡単オンライン申請
自宅のパソコン等からオンライン申請

プッシュ型お知らせ
自治体からプッシュ型でお知らせ

・H29.7.18からサービス検索を開始（まずは子育て関連サービスから）。
・H29.10.7からマイナンバーカードを活用した署名付き電子申請も開始。
利用者は役所に出向くことなくオンライン申請が可能。
・プッシュ型のお知らせを電子で受け取ることができる。

えっ、HPには
載ってないのに…

いつでもオンライン申請ができる

書面様式から手入力でシステムへ入力
する作業負担を減らすことができる

住民

自治体

住民

自治体

住民

自治体

確認したいサービスを簡単に検索できる

窓口で受け付ける作業負担を減らすこ
とができる

お知らせをいつでも便利に確認する
ことができる

書類作成や郵送コストを削減できる

子育てワンストップサービス（マイナポータルの「ぴったりサービス」）

申請今日までだけど、
子供が熱を出して
いけない…
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子育てワンストップサービス電子申請対象手続

区分 子育てワンストップサービスで提供する手続名称

児童手当

児童手当の受給資格及び児童手当の額についての認定の請求

児童手当の額の改定の請求及び届出

氏名変更／住所変更等の届出

受給事由消滅の届出

未支払の児童手当の請求

児童手当に係る寄附の申出

児童手当に係る寄附変更等の申出

受給資格者の申出による学校給食費等の徴収等の申出

受給資格者の申出による学校給食費等の徴収等の変更等の申出

児童手当の現況届

保育
支給認定申請書

保育施設等利用申込書

保育施設等の現況届

ひとり親支援 児童扶養手当の現況届の事前送信

母子保健 妊娠の届出
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子育てワンストップサービスの対応状況

※ 「ぴったりサービスの取組状況に関するフォローアップ」の回答を集計したもの。
※ 各自治体の対応状況は、子育てワンストップサービス（ぴったりサービス）トップページにて確認が可能。

・電子申請が可能

市区町村数
(人口
カバー率)

児童手当 保育 ひとり親支援 母子保健

実施済：935団体（73.9%）

～R2年3月末：962団体（75.0％）（予定）

R2年4月以降～：1,319団体（91.1％）（予定）

実施済 890団体
(71.4%)

571団体
(39.8%)

317団体
(21.0%)

597団体
(38.0%)

（R元.12.31時点）

・インターネットで手続の検索・比較が可能（一部は様式の印刷まで可能） （R元.12.31時点）

市区町村数
(人口
カバー率)

児童手当 保育 ひとり親支援 母子保健

1,556団体(98.4%)

1,546団体 1,504団体 1,465団体 1,483団体
(98.1%) (94.9%) (93.9%) (94.0%)
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〇 介護保険に係る手続は、本人（又は代理人）が、市区町村の窓口に赴き申請を行う必要。

介護ワンストップサービスを活用することで、申請者は市町村等に赴かなくても電子申請を

行うことが可能となり、申請に要する時間を短縮できる。

訪問先から
ぴっと電子申請

時間をかけて窓口に赴き
申請書を提出

（ぴったりサービス）

申請書・添付書類

市区町村

市区町村

介護を必要とする方の居宅

これまで

これから

ケアマネによる
手続イメージ

紙で申請書作成

電子で申請書作成

① 要介護・要支援の認定申請（新規・更新・区分変更）

② 居宅介護（予防）サービス計画作成（変更）依頼の届出

③ 負担割合証の再交付申請

④ 被保険者証の再交付申請

⑤ 高額介護（予防）サービス費の支給申請

⑥ 介護保険負担限度額認定申請

⑦ 居宅介護（介護予防）福祉用具購入費の支給申請

⑧ 居宅介護（介護予防）住宅改修費の支給申請

⑨ 住所移転後の要介護・要支援認定申請

対象手続

介護ワンストップサービスについて
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被災者支援ワンストップサービスについて

〇 マイナポータル（ぴったりサービス）により、各種手続に係る被災者と行政の負担軽減を目的とする。
【被災者のメリット】

区分 被災者支援ワンストップサービスで提供する手続名称

災害対策基本法 罹災証明書の発行申請

災害救助法

応急仮設住宅の入居申請

応急修理の実施申請

障害物除去の実施申請

災害弔慰金の支給等に関する法律

災害弔慰金の支給申請

災害障害見舞金の支給申請

災害援護資金の貸付申請

対象手続

目的・効果

・発災時：市町村窓口に並ばなくて済む（遠隔地からオンライン申請等が可能）
・通常時：被災者支援制度に関する情報収集ができる など

【行政のメリット】
・発災時：住民を窓口で待たせなくて済む（遠隔地からオンライン申請等が可能）
・通常時：被災者支援制度に関する情報を提供できる など
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新潟県三条市 ぴったりサービス利用拡大（平成30年４月～）

引用：http://www.city.sanjo.niigata.jp/joho/page00058.html

マイナポータル・ぴったりサービスの積極的な活用事例

様々な分野でオンライン申請
を可能に！
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○○県××市

○○県××市

○○県××市

選択した手続でお間違いがなければ、「申請
する」をタップして申請してください！
「詳細をみる」をタップすると、手続の情報をご
確認いただけます。
※どちらもぴったりサービスのWebサイトに移
ります

①市区町村を選択 ②サービス・手続を選択 ③ぴったりサービスで確認・申請

マイナポータルのLINE公式アカウントとお友だち登録した後、子育てや介護に関する行政サービスを検索して、ぴったり
サービスでマイナンバーカードを用いて電子申請が行えます。 ※氏名等はぴったりサービスで入力するため、LINEには入力しません。

※実際の画面とは
一部、異なります。

LINEからぴったりサービスへ移動します！

✔ さらに、ぴったりサービスで電子申請ができる市区町村では、
ボタンから電子申請もできます！

✔ ぴったりサービスでサービス検索ができる市区町村では、
ボタンから手続の詳細が確認できます！

はじめに、現在地・郵便番
号・市区町村名から申請する
市区町村を探します！

次に、申請するサービス・手続
を探します！

ＬＩＮＥとぴったりサービスの連携イメージ
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①サービスを検索 ③ぴったりサービスに移動し確認・電子申請

AIエージェントサービス「mydaiz」（※）の、①アプリをインストールし、②マイナポータルをメン
バー登録することで、③子育てをはじめとする行政サービスの検索が可能となります。
また、発話での検索や、利用者が任意で登録するお住まいの地域情報を利用し、市区町村の選択を省
略した、らくらく検索も可能です。
（※）株式会社ＮＴＴドコモが提供するスマートフォン用アプリケーション。ドコモユーザ以外も利用可能。

②手続を選択

mydaizとぴったりサービスとの連携イメージ
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○ 「就労証明書」とは、「就労（働いていること）の事実」を証明する書類。企業で働いている方の就労証明書は、
企業（の人事担当者）が、作成する。市区町村に対し、認可保育所等の入所を申し込む際に、添付が必要となる。

○ 平成30年10月１日に、マイナポータル（ぴったりサービス）において、「就労証明書作成コーナー」を開設。
○ 「就労証明書作成コーナー」は、①就労証明書の様式が「かんたん入手」できる、②就労証明書を手書きでなく

キーボード入力で「らくらく作成」できる、③役所に赴くことなく「すすっと電子申請」できるというメリットが
ある。

BEFORE

保育所入所希望者

企業（人事担当
者）

AFTER

②様式取得

④提出

保育所入所希望者

企業（人事担当
者）

③手書き作成

市区町村

⑤提出

④押印・交付

①様式取得

市区町村

（１か所で入手）

（各市区町村ごとに入
手することが必要）

（役所に持参又は郵送）

マイナポータル
（ぴったりサービス）

メリット①
かんたん入手

メリット③
すすっと電子申請

メリット②
らくらく作成

②作成依頼 ①作成依頼

③キーボード
入力

④打出・押
印・交付

マイナポータルを活用した就労証明書の作成
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マイナポータルからもっとつながる

e-私書箱

○自治体や企業か
らのレターの受取

⇒普通のメールで
は受け取れない重
要な書類も受取可
能（※）

（※）予め、限定受
取郵便による確認
できた方だけに、
自治体・企業から
送るため

MyPost

【民間送達サービスとのお知らせ連携】

○NRI人事給与
・就労証明/源泉徴
収票等を取得・照会
可能

（将来的に）
・証券会社の投資
家向け株式関連帳
票の受取
・生命保険会社の
保険料控除帳票の
受取

※ 平成31年１月より、「電波利用電子申請・届出システム」との認証連携も開始。

○オンラインでの口座開設に○ＧＭＯグローバル証券がサービス提
供中（公的個人認証サービス利用件数1124件（2016.11～2017.6））

○年金情報の確認
・自身の年金記録
・将来の年金見込額
・電子版「ねんきん定期

便」の閲覧

○確定申告書データ作成

⇒ 税務署に出向かず、
自宅等のパソコンから
申告書を送信可能

⇒ 添付書類の省略や自
動計算機能等の利用が
可能。早期の還付金受
領等のメリット

【認証連携（シングルサインオン）】（※）

e-Tax ねんきんネット
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〇 マイナポータルは、政府が運営するWebサービス。国民一人ひとりのポータルサイトとして、様々なサービスを提供。
〇 １月20日より、新たに、「法人設立ワンストップサービス」を開始。オンラインでまとめて手続が可能に。

※ まずは、法人設立登記後の手続が、2021年2月(目途)からは、法人設立登記も含めた全ての手続が、ワンストップで可能に。

※ 設立登記後の手続で何度も提出が求められる、登記事項証明書の添付も不要となる（予定）。

マイナポータルにおける「法人設立ワンストップサービス」の提供開始について
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「法人設立ワンストップサービス」のメリット・対象手続

※3 2021年2月対応予定

登記※1 地方税 年金 健康保険※2雇用保険 労働保険
に関する届出が1度にできる！！ ※1  2021年2月対応予定

※2  順次、拡大予定

国税

対象手続

項番 対象省庁・団体 手続名 項番 対象省庁・団体 手続名
1

法務省
定款認証の嘱託※3 16

国税庁

消費税の特定新規設立法人に該当する旨の届出書
2 設立登記申請書※3 17 事前確定届出給与に関する届出書（付表１）
3

国税庁

法人設立届出書 18 事前確定届出給与に関する届出書（付表２）
4 給与支払事務所等の開設・移転・廃止届出書 19 事前確定届出給与に関する届出書（付表１・付表２）
5 消費税の新設法人に該当する旨の届出書 20

都道府県
／市区町村

法人設立・設置届出書（都道府県）
6 青色申告の承認申請書 21 法人設立・設置届出書（市区町村）
7 棚卸資産の評価方法の届出書 22 申告書の提出期限の延長の処分等の届出書・承認等の申請書
8 減価償却資産の償却方法の届出書 23 事業所等新設申告書
9 有価証券の一単位当たりの帳簿価額の算出方法の届出書 24 厚生労働省（年金局） 健康保険・厚生年金保険 新規適用届
10 申告期限の延長の特例の申請書 25

厚生労働省
（徴収業務室）

労働保険保険関係成立(継続)
11 消費税課税事業者選択届出書 26 労働保険保険関係成立(継続)（労働基準監督署用）
12 消費税簡易課税制度選択届出書 27 労働保険保険関係成立(継続)（公共職業安定所用）
13 消費税課税期間特例選択・変更届出書 28 厚生労働省

（職業安定局）
雇用保険適用事業所設置届

14 源泉所得税の納期の特例の承認に関する申請書 29 雇用保険被保険者資格取得届
15 電子申告・納税等開始届出書

メリット

対象手続
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マイナポータルとは

C

法人設立ワンストップサービスの提供範囲

法人設立の準備 定款認証・設立登記手続

・法人の基本情報の決定
・定款の作成

＜公証役場＞
・定款の認証
＜法務局＞
・設立登記申請
・登記事項情報の連携
＜国税庁＞
・法人番号の取得

法人設立登記後の申請手続

2021年２月目途開始予定 2020年1月サービス開始

＜税務署＞
・法人設立届出書
＜都道府県／市区町村＞
・法人設立設置・届出書
＜年金事務所＞
・健康保険／厚生年金保険
新規適用届
＜労働基準監督署＞
・労働保険関係成立届
＜ハローワーク＞
・雇用保険適用事業所設置届 他

法人設立で必要となる手続とワンストップサービスの提供範囲の関係

法人設立の流れ
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国民

マイナポータルで提供する機能を、行政機関だけではなく企業や市民団体等の民間組織に対してもAPIとして提供する
ことで、自己情報や検索機能を活用した新たな行政サービス・民間サービスの開発につながることが期待されます。

※ APIとは、アプリケーション・プログラミング・インターフェースの略。マイナポータルのAPIの提供は、外部のWEBサービスのシス
テムからマイナポータルにアクセスしてその機能を活用できるように必要な仕様等を作成し、一定の要件の下で公開するものです。

行政機関

セキュアな
ネットワーク

マイナポータル

情
報
提
供

Ｎ
Ｗ
Ｓ

Ｌ
Ｇ
Ｗ
Ａ
Ｎ

APIの提供

自己情報

お知らせ

ぴったりサービス
(サービス検索・
電子申請)

就労証明書等

・・・・・

国・機関等

地方公共
団体

Ａ
Ｐ
Ｉ
提
供

API連携

API連携

金
融

(

Ｆ
Ｉ
Ｎ
Ｔ
Ｅ
Ｃ
Ｈ
関
連)

通
信(

キ
ャ
リ
ア
・

Ｓ
Ｎ
Ｓ
関
連)

健
康
・
医
療
・
医
薬

市
民
団
体

（
Ｎ
Ｐ
Ｏ
等
）

予防接種アプリや給付
金等への活用保険やローンの

申込に活用
引越しの住所変
更の手続に活用

将来の生活設計
の検討に活用

自己情報
取得

2019年11月
提供開始

法人設立手続
申請

2020年4月
提供開始

ぴったりサービス
（サービス検索）
2017年11月
提供開始

ぴったりサービス
（電子申請）
2020年度中
提供予定

就労証明書
取得等

2018年９月
提供開始

民間送達
サービス

民間送達サービス

TLS通信

自治体HPからの
オンライン申請

オープンデータの
活用

自治体アプリと連動
したタイムリーなお
知らせの受信

年末調整関係資料
をオンラインで提出

マイナポータルのAPI提供について

法人設立手続

社会保険・
税手続

お知らせ情報
取得

2020年度中
提供予定

社会保険・税手続
申請

2020年度中
提供予定

民間組織

民間送達サービス
情報取得
2020年度中
提供予定
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○ マイナポータルは、政府が運営するＷｅｂサービス。国民一人ひとりのポータルサイトとして、様々なサービスを提供。そ
の一つに、「行政機関等が保有する自己情報を確認できるサービス」がある。

〇 今般、国民が負担なく、自己情報の確認のみならず、提供まで行えるよう、機能を拡充し、「自己情報取得ＡＰＩ」として、
提供。

○ 民間事業者や国・地方公共団体など、様々なＷｅｂサービス提供者は、このＡＰＩを活用しマイナポータルと連携すること
により、自らのＷｅｂサービス利用者の自己情報を、利用者に負担をかけることなく取得することが可能となる。

これまで APIをつかうと

目的サイト

①マイナポータルにログイン
（カードで本人確認）

②自己情報を検索・確認・ダウン
ロード

③マイナポータルからログアウト

自己情報
(例：所得)

④目的サイトにログイン

⑤自己情報をアップロード

自己情報
(例：所得)

➊目的サイトにログイン

➋自己情報提供につき、同意
（カードで本人確認）

例：○○銀行
住宅ローン
申し込み

例：○○銀行
住宅ローン
申し込み

左の③④が不要
（利用者のログインが１回ですむ）
（ログイン先が自動で切り替わる）

利用者 利用者
目的サイト

左の②⑤が不要
（自己情報をダウンロード・
アップードする必要なし）

（システム間でやりとりする）

目的サイトのサービス向上・利用促進
に資する

マイナポータル

マイナポータル「自己情報取得API」の提供開始について
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ＡＰＩの利用イメージ ：ローン契約が簡単かつスピーディーに

ローン等の審査の際に必要な所得情報をオンラインで即時に取得することで、ローンの
審査をスムーズに進めることが可能。

現
状

Ａ
Ｐ
Ｉ
利
用

お金を借りたいんです
が・・・

役所で所得証明書
（課税証明書）を
発行してもらって
きてください

役所に行く暇がないの
に・・・

・・・審査が通り
ましたので入金し
ます

金融機関

後
日

市区町村等役所

再申込

ローンの申込を
インターネット
で

金融機関

マイナポータル

審査申込
（＋本人同意）

即
日
又
は

後
日

所
得
情
報
の

提
供

金融機関

書類提出が不要
だし、銀行に出
向く必要がな
かった

電話又はメール等にて申込者に連絡

金融機関
Webサービ

ス
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5. 法人番号
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ポイント！
登記上の所在地に通知書をお届け

ポイント！
法人番号はどなたでも自由に利用可能

①～④については、特段
の手続を要することなく、
法人番号が指定されます。

法人番号の制度概要（指定・通知・公表）について説明します。

• 国税庁長官は、①設立登記法人、②国の機関、③地方公
共団体、④税法上特定の届出書を提出することとされて
いる①～③以外の法人又は人格のない社団等に13桁の
法人番号を指定します。

• これら以外の法人等でも一定の要件を満たす場合、届け
出ることにより法人番号の指定を受けることができます。

指定

• 法人番号を指定した法人及び人格のない社
団等に、法人番号指定通知書を送付します。

• 新規に設立登記をした法人には、原則、設
立登記完了日の２稼働日後に発送します。

• 法人番号を指定した法人等の①名称、②所
在地、③法人番号をインターネット（国税
庁法人番号公表サイト）を通じて、指定後
速やかに、公表します。

通知

WWW

公表
ポイント！ １法人に１番号のみ
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① 法人情報を番号・名称・所在地で検索
② 法人情報のダウンロード機能
③ Web-API機能（システム間連携イン
タフェース）

国税庁法人番号公表サイトの特徴

検索機能
l あいまい検索

l 絞り込み検索

l 五十音順、都道府県別の並び

替え

④ マルチデバイス対応
パソコンからの利用に加えて、
タブレット、スマートフォン
からも利用可能

法人番号は、どなたでも利用可能で、インターネット上で公表します。

データダウンロード機能
l 月末時点のすべての最新情報

l 日次の更新情報

l データ形式はCSV、XML

Web-API機能

企業等のシステムから法人情報を

直接取得するためのインタフェー

スの提供

WWW

※ 画面は令和2年２月末現在のものです。
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・目 的：法人番号による検索・収集・利用を容易にし、公開情報の利用価値を高める

・対象者：行政機関・独立行政法人等・地方公共団体

・対 象：行政機関・独立行政法人等・地方公共団体がWebページ等で公開する法人情報

（具体例 調達、免許・許認可、処分・勧告、補助金交付、リコール届出、求人等）

概要

～平成30年１月以降、Webページで公開する法人情報には法人番号が原則として併記されます～

・表形式のデータの場合、法人番号を記載する列を追加します。

※ 列を挿入することが困難な場合は、法人名欄に記載します。

・文書形式のデータの場合、法人名が記載されている箇所に続いて法人番号を記載する。

併記方法

№ 団体名 所在地 電話番号

１ 株式会社○○ 東京都千代田区○○ 03-○○

２ ・・・ ・・・ ・・・

（例）○○に関する指定法人一覧

＜Before＞

№ 団体名 法人番号 所在地 電話番号

１ 株式会社○○ 1234567890123 東京都千代田区○○ 03-○○

２ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・

＜After＞

（例）文中に併記する場合 ○○法違反に係る措置命令の実施

○○省は○○に違反して○○を行った、株式会社○○（法人番号 1234567890123）に対して、
○○の規定に基づき措置命令を行いました。

行政機関における利活用 ～公開情報への法人番号の併記～
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オープンデータとしてAPI,CSVで提供

行政機関における活用例 Gビズインフォ ＜内閣官房IT総合戦略室・経済産業省にて取組・運用＞

掲載している法人活動情報数
（2020年2月末現在）

◆勤務実態情報 ・・・・約 37,000件
◆補助金情報 ・・・・約 316,000件
◆表彰情報 ・・・・約 55,000件
◆届出認定情報 ・・・・約 138,000件
◆調達情報 ・・・・約 166,000件
◆特許情報 ・・・・約1,092,000件
◆財務情報 ・・・・約 4,000件

約180万件の法人活動情報を掲載。

今後も、順次追加していきます。

取引先の情報収集や連携法人の開拓・分析など

民間データと組み合わせたサービスなどへの活用推進

法人番号公表サイト

ワンスオンリー データ活用
サービス法人検索・分析

しょくばらぼ

EDINET

各府省庁からの提供
データを、2次利用しや
すいデータ構造に整形し、
データ登録。

API Excel

l 政府が保有する法人情報の利用促進を目的に、法人番号を共通コードとしたオープンデータサイトとして、
2017年1月に運用開始。(旧法人インフォメーション 2020年3月にGビズインフォにリニューアル）

l 各府省庁のＨＰ等で公表されている法人活動情報（補助金・委託契約の実績、一部の許認可・表彰等
情報）を各府省より収集し、「法人番号」「法人名」「所在地」「資本金」などによる法人検索が可能。

補助金情報 調達情報 届出・認定情報

特許情報表彰情報 財務情報

法人基本情報 （代表者／創業年／従業員数／営業品目など）

法人基本３情報 （法人番号、法人名、所在地）

収集した情報を法人番号で紐づけ

行政手続きにおける法人情報のデータ転用

https://info.gbiz.go.jpgBizINFO

全省庁統一資格情報サイト
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6. 参考資料
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◆ どうしてマイナンバーは必要なんですか？
マイナンバー制度は、公平・公正な社会の基盤（インフラ）として、将

来の世代に社会保障制度を引き継いでいくために導入するものです。
Ø 国民の利便性の向上～面倒な行政手続がカンタンに！

～添付書類の削減などができるようになります。
Ø 行政の効率化～手続をムダなく正確に！
～手続業務に係る時間や労力が大幅に削減されます。

Ø 公平・公正な社会の実現～給付金などの不正受給の防止
～所得や行政サービスの受給状況を把握しやすくなります。
本当に困っている方に、きめ細かな支援を行うことができます。

マイナンバー利用後

関係機関Ｂ マイナンバー

マイナンバー利用前

関係機関Ａ

申請

給付

関係機関Ｂ

関係機関Ａ
情報連携

給付
申請

●●
証明書

●●
証明書

●●
証明書
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○マイナンバー（個人番号）

○ マイナンバーカード（個人番号カード）
l 個人の申請により交付されるカードです。
l 顔写真が付いているので、本人確認に利用することができます。
l ＩＣチップ内に電子的に個人を認証する機能（電子証明書）を搭載しています。
Ø 電子証明書の利用の際には暗証番号が必要です。
Ø 電子証明書の利用にはマイナンバーは使用しないため、民間事業者も含め様々な用途に
利用可能です。

Ø ICチップの空き領域も、民間事業者も含め様々な用途に利用可能です。

l 日本国内の全住民に指定・通知されている12桁の番号です。
l マイナンバー法に定められた社会保障・税・災害対策分野の事務の手続に限り利用されます。
それ以外にマイナンバーを使って個人情報を扱うことはできません。

l マイナンバー（通知カード）だけでは本人確認はできません。

0123456789ABCDEF

氏名 番号 花子

平成元年 3月31日生

住所 ○○県□□市△△町◇丁目○番地▽▽号

1234

2025年 3月31日まで有効

性別 女

□□市長

◆ マイナンバーとマイナンバーカードは違うんですか？

マイナンバー
（通知カード）のみ

本人確認不可

マイナンバーカード

顔写真でなりすまし防止

マイナンバーカード

顔写真で本人確認

マイナンバーカードでオンライン申請

電子証明書＋暗証番号で
本人確認 70



Ø マイナンバーの提示と本人確認が、これ一枚でできます。
Ø 住民票の写し、印鑑証明書、戸籍証明書などをコンビニで取得できます。
Ø 「マイナポータル」にログインできます。

マイナポータルを通じて、予防接種や乳幼児健診のお知らせなどの行政サービスのお知
らせがオンラインで届いたり、児童手当や保育園入所の申請などの子育てをはじめとする
手続がオンラインでできるようになります。

Ø 金融口座の開設、携帯電話の契約、住宅ローンの契約など、マイナンバーカードがあれ
ばオンラインで本人確認ができる民間企業のサービスも広がっています。

Ø 2021年３月から健康保険証として利用ができるようになります。
Ø 発行手数料は無料です。
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◆マイナンバーカードを持つメリットは何ですか？
マイナンバーカードは顔写真が付いており、身分証として使えます。
ICチップの機能はマイナンバーを使わないので、民間企業のビジネ

スなど、幅広い分野で活用されています。



手元に戻る場合

市町村窓口

・市町村窓口へ
・一時停止を解除し、
本人利用の再開

・市町村窓口へ
・廃止を行い、再交付を申請

悪意

手元に戻らない場合

悪用を試みる

第三者が拾得

本人が
気付く

コールセンターに連絡

本人が
気付かない

カードの紛失

本人が
気付かない

第三者が拾得

コールセンター対応

n24時間・365日体制にて
対応
n紛失の連絡を受け付け次
第、一時停止処置対応
n日本語以外の言語にも対
応（英語・中国語・韓国
語・スペイン語・ポルトガル
語）
n第三者が拾得した場合、
早急に市町村へ連絡し、本
人に連絡を行うように対応

顔写真付きであることに加え、ＩＣチップにはプ
ライバシー性の高い個人情報は記録されない

アプリ毎に異なる暗証番号を設定し、入力を一
定回数以上間違うとカードがロック

ICチップは偽造を目的とした不正行為に対す
る耐タンパー性を有する

※タンパー（tamper）「干渉する」「いじくる」「いたずらする」「勝手に変える」の意

セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
対
策
に
よ
り
悪
用
困
難

◆マイナンバーカードをなくしてしまったら？

０１２０-９５-０１７８（無料）

コールセンターに連絡
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Ø マイナンバーカードのICチップには、税や年金などのプライバシー性の高い個人情報は記
録されません。

Ø 個人情報は各行政機関等に分散して管理されており、マイナンバーカードを作ったり利用
したりしても、ICチップなどに個人情報が蓄積されることはありません。

Ø ICチップの利用には設定したパスワードが必要です。
Ø 情報の不正な読み取りや、偽造ができないよう対策が施されています。
Ø マイナンバーカードを紛失しても、365日・24時間、コールセンターが対応し、マイナン

バーカードの機能を停止することができます。

n マイナンバーカード（ICチップ）に記録されるのは、①券面記載事項（氏名、住所、
生年月日、性別、マイナンバー、本人の写真等）、②総務省令で定める事項（公
的個人認証に係る『電子証明書』等）、③市町村が条例で定めた事項等、に限ら
れます。

n 『地方税関係情報』や『年金給付関係情報』等の特定個人情報は記録されません。
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◆マイナンバーカードを持つと個人情報が丸裸になりませんか？
マイナンバーカードで個人情報を名寄せして管理されることはありません。
また、様々なセキュリティ対策により、マイナンバーカードを紛失しても他人が悪用するのは困

難な仕組みとなっています。



○ マイナンバーを証明するための「通知カード」の新規発行等の手続は、

令和２年５月25日に廃止されますが、マイナンバーカードの申請は
引き続き可能です。

○ 通知カードに同封された交付申請書を紛失されている

場合でも

(1) ＱＲコード付きの交付申請書をお住まいの市区町村で
入手し、オンライン交付申請をすることができます。

(2) 専用サイトから手書き用の交付申請書をダウンロードした上で、
郵送による交付申請をすることも可能です。

○ 通知カード廃止後であっても、通知カードに同封された

交付申請書をお持ちの場合は、スマホやパソコンで
マイナンバーカードのオンライン交付申請が可能です。
（改姓や転居等で通知カードの記載事項に変更がある場合でも可能です。）

通知カード廃止後もマイナンバーカードの申請は引き続き可能です！

（通知カード）

（交付申請書）

この部分が

交付申請書

○ 通知カードをお持ちの場合、通知カードに記載された氏名、住所等が住民票に記載されている事項と

一致しているときは、引き続き通知カードをマイナンバーを証明する書類として使用できます。

○ ５月25日以後、氏名、住所等の記載事項の変更がある方は、マイナンバーカード又はマイナンバーが

記載された住民票の写し若しくは住民票記載事項証明書でマイナンバーの証明が可能です。

５月25日以降の通知カードの取扱いについて
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マイナンバー総合フリーダイヤル

０１２０-９５-０１７８（無料）

平日 ９：３０-２０：００ 土日祝 ９：３０-１７：３０

※間違い電話が増えています。お掛け間違えのないよう十分に注意してください※

※ 一部ＩＰ電話等で上記ダイヤルに繋がらない場合（有料）

・ マイナンバー制度に関すること ０５０－３８１６－９４０５

・ 「マイナンバーカード」「紛失・盗難に伴うマイナンバーカードの

一時停止処理」に関すること ０５０－３８１８－１２５０

※ 英語・中国語・韓国語・スペイン語・ポルトガル語対応のフリーダイヤル

・ マイナンバー制度に関すること ０１２０－０１７８－２６

・ 「マイナンバーカード」「紛失・盗難に伴うマイナンバーカードの

一時停止処理」に関すること ０１２０－０１７８－２７

「マイナンバーカード」に関することや、その他マイナンバー制度に関するお
問い合わせにお答えします。 マイナンバーカードの紛失、盗難などによる
一時利用停止については、24時間365日受け付けます。

マ イ ナン バー
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